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Ⅰ．はじめに 

１．趣旨 
 木津川市では、まちづくりにかかる全ての計画の基本として、平成２１年度

を初年度とする第１次木津川市総合計画を策定し、基本理念である「水・緑・

歴史が薫る文化創造都市」の実現に向けて、７つの基本方針を示しています。 
 教育委員会が所管する事務事業については、基本方針の第１番目に「個性を

活かした魅力ある地域文化の創造」として、歴史・文化の保全活用と歴史・文

化・伝統を背景とした地域文化創造活動の促進を掲げ、市民共有の財産である

文化財や豊かな景観を保全・育成・活用し、未来に継承することを施策の主要

目標としています。 

 基本方針の第４番目には「豊かな心を育む教育・文化の創造」として、子供

を安心して産み健やかに育てられる環境づくり、一人ひとりの子供の可能性を

伸ばす教育の充実と地域連携、及び生涯にわたる学習機会の充実、の３項目を

掲げており、学研都市を中心に児童生徒が急増する一方で少子化が進む地域を

抱えるなか、教育施設環境が各学校間で格差のないよう、教育環境を確保しつ

つ木津川市の特長を教育に活かすことを目指すとともに、市民の豊かな個性を

伸ばし、学びや生きがいが実感できる生涯学習の充実や生涯スポーツの充実を

図ることを主要目標としています。 
 学校教育においては、新学習指導要領、京都府教育委員会の「指導の重点」

及び「京都府教育振興プラン～つながり、創る、京の知恵～」、木津川市教育委

員会の「指導の重点」を踏まえ、知・徳・体の調和のとれた発達を図り、勤労

と責任を重んじ、基本的人権を尊重し、国際感覚を身に付けた幼児児童生徒の

育成に努め、生涯にわたる学習の基盤を培うことを目標としています。 
 社会教育においては、基本的人権の尊重を基盤とし、心豊かでうるおいのあ

る社会の実現のため、社会の様々な教育機能を有機的に関連付け、人生の各時

期に応じた多様な学習機会の提供や自発的な学習活動の支援など、市民が生涯

にわたって学び続けることのできる学習環境の総合的な整備・充実を促進し、

地域の特性を生かした生涯学習の振興に努めています。さらに、同和問題など

様々な人権問題についての学習活動の推進を図り、住民が相互にかかわる中で、

あらゆる差別を許さない社会の実現を目指しています。そのために、学校や他

の行政機関・関係団体及び地域住民との連携を密にし、相互の連携を強めなが

ら、ＮＰＯなど民間における取組も視野に入れた教育活動の企画・推進を図っ

ています。 
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 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が一部改正され、平成２０年

４月１日から、教育委員会は毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について点検・評価を行いその結果に関する報告書を作成して議会に提出す

るとともに公表することとされました。 
 
木津川市教育委員会では、市の総合計画に掲げられた、まちづくりの基本方

針の実現を図るとともに、法改正の趣旨である、効率的な教育行政の推進に資

するため、教育委員会が所管する事務事業を点検し評価を行いました。 
 

２．点検評価の対象及び方法 
 点検評価は、教育委員会が平成２４年度に実施した事務事業のうち、主要な

事業を対象とし、自己点検し評価を行いました。 
 なお、本報告書の作成にあたっては、有識者として江並一嘉氏と原俊一氏か

ら助言をいただきました。 
 
 

------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律 <抜粋> 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事

務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等に委任された事務を含

む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作

成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の

活用を図るものとする。 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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Ⅱ．教育委員会の活動状況 （平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

 

１．教育委員について 

 市教育委員会は、人格が高潔で、教育、学術及び文化に関し見識を有する者 

から市長が市議会の同意を得て任命した５人の委員で構成されています。 

 

平成２４年度 木津川市教育委員会委員 

役  職  名 氏   名 備       考 

委 員 長 杉本  清重  

委 員 長 職 務 代 理 有賀 やよい  

委 員 西井  敦子 ～平成２４年５月１０日 

委 員 高橋  史代 平成２４年５月１１日～ 

委 員 小松  信夫  

委 員 （ 教 育 長 ） 森永  重治  

 

２．教育委員会の開催状況 

平成２４年度教育委員会会議開催状況一覧 

No. 件  名 開  催  日 

１ 第 ４回定例会 平成２４年 ４月１８日 

２ 第 １回臨時会 平成２４年 ４月２７日 

３ 第 ５回定例会 平成２４年 ５月１６日 

４ 第 ６回定例会 平成２４年 ６月１４日 

５ 第 ７回定例会 平成２４年 ７月１９日 

６ 第 ８回定例会 平成２４年 ８月２９日 

７ 第 ９回定例会 平成２４年 ９月２６日 

８ 第１０回定例会 平成２４年１０月２４日 

９ 第１１回定例会 平成２４年１１月２８日 

10 第１２回定例会 平成２４年１２月２６日 

11 第 １回定例会 平成２５年 １月３０日 

12 第 ２回定例会 平成２５年 ２月２０日 

13 第 ３回定例会 平成２５年 ３月２８日 
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【第４回定例会 平成２４年４月１８日】 

○ 議 事 

 議案第１９号 公民館長の任命について 

○ その他 

（１）平成２４年第１回木津川市議会定例会について 

 

【第２回臨時会 平成２４年４月２７日】 

○ 議 事 

 議案第２０号 東部交流会館館長の任命について 

 

【第５回定例会 平成２４年５月１６日】 

○ 議 事 

 議案第２１号 木津川市教育委員会委員長の選挙について 

 議案第２２号 木津川市教育委員会委員長職務代理の指定について 

 議案第２３号 木津川市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部改正につい 

          て 

 議案第２４号 木津川市立幼稚園使用料減免規則の一部改正について 

 議案第２５号 木津川市立図書館雑誌スポンサー制度実施要綱の制定について 

 議案第２６号 木津川市立学校評議員の委嘱について 

 議案第２７号 木津川市立幼稚園評議員の委嘱について 

  

【第６回定例会 平成２４年６月１４日】 

○ 議 事 

 議案第２８号 木津川市教育振興基本計画策定委員会設置要綱の制定について 

 議案第２９号 木津川市立幼稚園使用料減免規則の一部改正について 

 議案第３０号 木津川市加茂プラネタリウム館条例施行規則の一部改正について 

 議案第３１号 木津川市生涯学習推進計画策定委員会設置要綱の制定について 

 議案第３２号 平成２３年度木津川市一般会計補正予算第６号について 

 議案第３３号 平成２４年度木津川市一般会計補正予算第１号について 

 議案第３４号 木津川市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

○ その他 

（１）亀岡の交通事故関連について 

（２）きっづ光科学館ふぉとんの継続要望書について 
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【第７回定例会 平成２４年７月１９日】 

○ 議 事 

 議案第２８号 木津川市教育振興基本計画策定委員会設置要綱の制定について 

          （継続審議） 

 議案第３１号 木津川市生涯学習推進計画策定委員会設置要綱の制定について 

          （継続審議） 

 議案第３５号 木津川市教育委員会事務局職員の人事に関すること 

 報告第 １号 木津川市育英資金の交付状況について  

○ その他 

（１）木津川市立当尾小学校跡地利活用の方針（案）について 

（２）平成２４年第２回木津川市議会一般質問について 

（３）近隣市町の通学バス補助制度の状況について 

 

【第８回定例会 平成２４年８月２９日】 

○ 議 事 

 議案第３６号 平成 24 年度木津川市一般会計補正予算第 2 号について 

 議案第３７号 土地の取得について 

 議案第３８号 財産の取得について 

 議案第３９号 財産の取得について 

 ○ その他 

（１）いじめ問題への取組状況等について 

（２）生涯学習推進計画策定委員会第１回会議の報告 

（３）平成２４年度幼稚園・小学校運動会、中学校体育大会教育委員等出席者（案）

について 

（４）新任 AET について 

 

【第９回定例会 平成２４年９月２６日】 

○ 議 事 

 議案第４０号 木津川市立小学校及び中学校の施設の利用に関する条例施行規則 

          の一部改正について 

○  その他 

（１）木津川市校外活動行事補助金交付要綱に基づく補助制度について 

（２）今後の学校給食センターの運営について 

（３）平成２４年第３回木津川市議会定例会一般質問について 
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【第１０回定例会 平成２４年１０月２４日】 

○ その他 

（１）学校の安全対策について 

（２）木津川市立木津中学校改築工事に伴う土壌汚染対策法に係る調査結果につ 

    いて 

 

【第１１回定例会 平成２４年１１月２８日】 

○ 議 事 

 議案第 41 号 平成 24 年度木津川市一般会計補正予算第 5 号について 

 報告第 3 号 車両物損事故の和解（示談）について 

 報告第 4 号 木津川市加茂青少年センターにおける事故の和解（示談）について 

 報告第 5 号 木津川市山城総合文化センター等施設の指定管理者の候補者の選 

          定結果について 

 報告第 6 号 木津川市交流会館の指定管理者の候補者の選定結果について    

 報告第 7 号 木津川市加茂文化センターの指定管理者の候補者の選定結果につ 

          いて 

 ○ その他 

 （１）「土曜日を活用した教育」に係る状況について 

 （２）子ども議会について 

 

【第１２回定例会 平成２４年１２月２６日】 

○ その他 

 （１）平成２４年第４回木津川市議会定例会一般質問について 

 （２）木津川市の子どもたちのために、ゆきとどいた教育条件と子育て環境を求める請 

   願書について 

 

【第１回定例会 平成２５年１月３０日】 

○ その他 

 （１）通学補助制度について 

 （２）電子黒板等の導入について 

 （３）校外活動行事補助金について 

 （４）木津川市立中学校運動部活動連携事業について 

 （５）教育振興基本計画策定委員会第１回会議の報告 

 （６）土曜活用と夏季休業期間中の学校閉校日の設定について 

 （７）木津川市指定文化財の指定解除について 
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【第２回定例会 平成２５年２月２０日】 

○ 議 事 

 議案第 １号 木津川市教育振興基本計画策定委員会条例の制定について 

 議案第 ２号 木津川市生涯学習推進計画策定委員会条例の制定について 

 議案第 ３号 木津川市高麗寺跡史跡整備委員会条例の制定について 

 議案第 ４号 木津川市馬場南遺跡発掘調査委員会条例の制定について 

 議案第 ５号 木津川市鹿背山城跡発掘調査委員会条例の制定について 

 議案第 ６号 木津川市当尾の郷会館条例の制定について 

 議案第 ７号 梅美台小学校増築工事請負契約の締結について 

 議案第 ８号 平成２５年度木津川市一般会計予算について 

 議案第 ９号 平成２４年度木津川市一般会計補正予算第６号について 

 議案第１０号 木津川市教育委員会の所管する事務の管理及び執行の状況の点 

          検・評価に関する報告書 

 議案第１１号 平成２５年度木津川市立小・中学校管理職人事について 

 議案第１２号 木津川市当尾の郷会館条例施行規則の制定について 

 

○ その他 

 （１） 平成２４年度末・平成２５年度当初 各会議等日程（予定）他について 

 （２） 平成２４年度幼稚園：卒園式、小・中学校：卒業式教育委員等出席者について 

 （３） 平成２５年度幼稚園：入園式、小・中学校：入学式教育委員等出席者（案）につ 

     いて 

 

【第３回定例会 平成２５年３月２８日】 

○ 議 事 

 議案第１３号 木津川市教育振興基本計画ワーキンググループ設置要綱の制定に 

          ついて 

 議案第１４号 木津川市学校教育関係団体事業補助金交付要綱の一部改正につい 

          て 

 議案第１５号 木津川市校外行事補助金交付要綱の一部改正について 

 議案第１６号 木津川市遠距離通学費補助金交付要綱の制定について 

 議案第１７号 公民館長等の任命について 

 議案第１８号 木津川市交流会館の利用料金について 

 議案第１９号 木津川市加茂文化センターの利用料金について 

 議案第２０号 木津川市山城総合文化センター等施設の利用料金について 

 議案第２１号 木津川市スポーツ推進委員の委嘱について 

 議案第２２号 木津川市文化財保護審議会審議員の委嘱について 
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○ その他 

 （１） 平成２５年第１回木津川市議会定例会について 

 （２） 平成２５年度 指導の重点について 

 （３） 平成２５年度幼稚園：入園式、小・中学校：入学式 教育委員等出席者につい 

    て 

 （４） 平成２５年度教職員人事異動に伴う辞令交付式（離任式・着任式）の開催日程

について 

 

３．教育委員会の活動状況 

 平成２４年度 研修等参加状況 

開催日 件  名 開催場所 

平成２４年 

４月１８日 

山城地方教育委員会連絡協議会 

第１回理事会 
京都府山城教育局 

５月１１日 
山城地方教育委員会連絡協議会定期総会 

及び委員長部会・教育長部会合同研修会 

井手町山吹ふれあい

センター 

５月２５日 
京都府市町村教育委員会連合会 

定期総会・委員研修会 

京都府総合教育 

センター 

７月 ４日 
相楽地方教育委員会連絡協議会 

教育委員合同研修会 
木津川市中央図書館 

１０月１７日 近畿市町村教育委員研修大会 なら１００年会館 

１１月 ２日 京都府内市町（組合）教育委員研修会 ルビノ京都堀川 

１１月 ８日 市町村教育委員会研究協議会 
ラッセホール 

（神戸市） 

平成２５年 

２月 ７日 

相楽地方教育委員会連絡協議会 

委員長・教育長合同会議 
木津川市中央図書館 

２月２５日 
山城地方教育委員会連絡協議会 

教育委員研修会 

京都府城南勤労者福

祉会館 
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Ⅲ．教育委員会の所管する事務事業の管理・執行の状況 

 （事務事業評価調査票） 
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,153

消耗品費

効率性 成果

2 2

目的・対象・
手段の妥当性

緊急性・
必要性

3

（５）【備考】

事業費

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

　研修への参加回数９回〔市独自研修（近畿市町村教育委員研修大会を市独自研修と位置付け
参加）、京都府内市町（組合）教育委員研修会、京都府市町村教育委員会連合会定期総会・教
育委員研修会、山城地方教育委員会連絡協議会委員長部会・教育長部会合同研修会、同教育
委員研修会、相楽地方教育委員会連絡協議会教育委員合同研修会〕

目　　的

（委託先又は指定管理者：　　）

全体事業の概
要

補助率(負担割合) 備考

（3）【実施】

　実施方法

1,153

（1）【基本事項】

主な取り組み

対　　象

事
業
の
概
要

目
的

（貸付先：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

手段

主な事業等

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 教育委員会運営事業

決算額（千円）

一般財源

予算科目、事業コード
基本計画での位置付け

教育委員会の運営に係る事業

1-9-1-1-1945

教育委員会の開催、教育委員の各種研修への参加
教育行政関係者の逝去に際し、香料等を供する

委員会を開催し、木津川市教育行政の方針、関係例規の改廃、各種委員の委嘱等について審
議を行う
各種研修会等へ参加　　教育行政関係者の逝去に際し、供花・香料等を供する

（2）【計画】

コ
ス
ト

教育委員会の開催、教育委員の各種研修への参加
教育行政関係者の逝去に際し、香料等を供する

教育委員（教育長を含む）及び教育行政関係者等

15千円

教育委員報酬 1,000千円

34千円

104千円交際費

事業量

名称

細事業

達成度

旅費

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

実施結果

2

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

学校教育課
教育総務係

所　管

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

（4）【評価】

3

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

10



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

34

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

特定財源の詳細

教育課程、学習指導等、学校教育の充実目　　的

手段

対　　象 学校教育指導主事

（委託先又は指定管理者：　　）

教育課程、学習指導等、学校教育の充実のための出張旅費等の支払い

学校における教育課程、学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務を
行う

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 教育課程、学習指導等
学校教育の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

34

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学校教育係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 学校教育指導主事設置事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-1961

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

指導主事3名を配置して、適正に指導を行うため研修を実施した

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１９条第２項に基づき設置

近隣市町の指導主事数　（平成２４年度現在）
京田辺市　５人（１２校）、宇治市　６人（３１校）、城陽市　２人（１５校）、精華町
２人（８校）

実施結果

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

11



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

3,945

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

（4）【評価】

達成度

2

2

目的・対象・
手段の妥当性

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

実施結果
・教育要覧発行
・旧当尾小学校施設維持

印刷製本費

訴訟費用

その他特定財源

3,945

内
訳

国庫補助

平成24年度
事業費内訳

1,365千円

394千円

1,070千円

事業量 事業費

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 事務局庶務事業

特定財源の詳細 補助率(負担割合) 備考

一般財源

決算額（千円）

（2）【計画】

（3）【実施】

コ
ス
ト

（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

　実施方法

基本計画での位置付け

（５）【備考】

事
業
の
概
要

府補助

細事業

目　　的

学校教育課
教育総務係

所　管

旧当尾小学校維持管理

（1）【基本事項】

主な取り組み 教育要覧の発行、旧当尾小学校維持管理

予算科目、事業コード 1-9-1-2-1965

主な事業等

目
的

対　　象 教育行政関係者等

名称

教育要覧を発行・配布することにより、市の教育の方針（学校教育・社会教育の指導の重点）や
幼稚園・小学校・中学校指導目標や経営方針等を教育行政関係者に周知する

全体事業の概
要

・教育要覧の発行
・旧当尾小学校の修繕、設備保守など手段

・教育要覧の発行・配布を行い、市の教育に関する情報を教育行政関係者に伝える
・旧当尾小学校の維持管理を行う

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

12



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,071

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

特定財源の詳細

学習や心身に課題を持つ児童・生徒や家庭教育に悩みをもつ保護者及び教職員に対する相談活動を通じ
て、専門的な立場から指導又は援助を行うことにより、心身ともに健全な児童・生徒を育成する目　　的

手段

対　　象
当市の小･中学校に在学する児童・生徒及びその家族並びに勤務されている教職員
その他、特に必要と認められる者

（委託先又は指定管理者：　　）

毎週金曜日10;00～17:00中央図書館においてカウンセリングルームを開いている

臨床心理士１名による相談室来訪対応、電話相談対応

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 カウンセリングルーム設置
学校教育の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,071

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学校教育係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 カウンセリングルーム設置事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-1969

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

47回開催（保護者67人、児童生徒45人、教職員49人　　計161人の相談者があり96件の電話相
談があった

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

・城陽市　　すべての中学校にスクールカウンセラー及び心の相談員を配置
・京田辺市　　全中学校にスクールカウンセラーを配置（臨床心理士、教師経
験者等）

実施結果

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

13



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,075

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

特定財源の詳細

木津中学校及び泉川中学校に心の相談員を配置し、小・中学校の児童生徒や教職員のさまざ
まな相談に応じる目　　的

手段

対　　象 当市内の小・中学校の児童，生徒

（委託先又は指定管理者：　　）

小学校・中学校に相談員を設置

小学校・中学校に相談員を設置

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 児童・生徒の心の教育の相談
学校教育の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,075

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学校教育係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 心の教育相談員設置事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-1973

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

相談件数744件　　心の教育相談員数　２名
生徒の心身の健全な育成に努めた.

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

城陽市：３名配置（市内中学校５校のうち３校に設置）
京田辺市：配置なし

実施結果

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

14



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,019

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

特定財源の詳細

木津川市内全域の学校図書館の充実と情報化を進める目　　的

手段

対　　象 市立学校の児童生徒および教職員（ただし、木津地域8校のみ）

（委託先又は指定管理者：　　）

学校校内LANの整備に併せて、学校図書館の情報化を推進する

学校校内LANの整備に併せて、学校図書館の情報化を推進する

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 学校図書館の情報化と充実
学校教育の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,019

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学校教育係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 学校図書館情報化・活性化推進事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-1977

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

8校で実施　利用者数41,190人  貸出冊数45,969冊

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

15



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

720 9,204

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

実施結果

 スクールカウンセラー、心の教室相談員、心の居場所サポーター、当市の相談員や教育相談担
当教員と適応指導教室指導員との情報交流が進み、対象となる児童・生徒の抱える問題点の
原因究明と問題解決の方法を探るための協力体制が充実し、しいては問題を抱える児童に対す
る適切な対処ができた

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

山城教育局管内ではすべて市町村実施

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

事業量 事業費

その他特定財源

細事業

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細

生徒指導・進路指導統合推進事業費府委託金 定額 720千円

名称

コ
ス
ト

細別なし

決算額（千円）

　実施方法

一定人数の専門的指導員を継続的・安定的に配置し運営している

手段 市内1ヶ所に常設

相談活動や学習援助のほか、集団生活への社会的適応に向けて自立を促し、学校生活への復
帰を多面的に支援を図ること

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 適応指導教室事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-2001
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 問題を抱える子ども等の自立支援事業

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

8,484

目
的

対　　象 心理的な要因で不登校に陥っている当市の児童・生徒が対象

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

16



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

3,000 3,000

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

実施結果
交付件数　100件
育英資金交付額　3,000千円

（4）【評価】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

平成24年度末基金残高　２８，９７１千円

奨学金の制度はある。
本事業のように低所得であることのみでもって実施される事業は京都府南部
では見られない
城陽市　50,000円（1回限り・所得及び成績要件あり）、京田辺市の実施はなし

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

事業量 事業費

その他特定財源 育英資金運営基金利子 額は市場金利による

利子充当以外全額

細事業

30,000円／人 3,000千円
平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細 名称

コ
ス
ト 育英資金運営基金繰入金

育英資金交付

決算額（千円）

　実施方法

育英資金運営基金による育英資金の交付

手段 育英資金の交付

経済的な面で就学しやすい環境をつくる

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 育英資金交付事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-1989
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 育英資金交付事業

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市内に在住する生活保護法の適用を受ける世帯またはこれに準ずる世帯の高等学校生等

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

17



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

2,050

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

特定財源の詳細

小学校入学予定者の健康状態を把握し、保健上必要な助言等を行うため目　　的

手段

対　　象 小学校就学前の年長児

（委託先又は指定管理者：　　）

小学校入学時の４ヶ月前までに終わらさなければならない

該当年度10/1現在の年長児及び転入予定児を対象に実施（９１９人）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 就学時健康診断事業
教育施設の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

2,050

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学務係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 就学時健康診断事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-2005

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

８９３名の受診があった

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

小学校数　宇治市２２校、城陽市１０校、八幡市９校、京田辺市９校、当市１３
校。他市も当市と同様、法で決められた検診内容で検診を実施しており、学校
医・歯科医に健診依頼をし、報酬を支出している

実施結果

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

18



　　平成 24 年度

4 2 3 2

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

7,382 27,209

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

学校警備員の配置については、山城教育局管内（京都市以南）は事例なし

平成24年度
事業費内訳

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

（５）【備考】

事業費

1,613千円

小学校有人警備業務

達成度

3

3

目的・対象・
手段の妥当性

１２校

（4）【評価】

補助率(負担割合)

防犯ブザー配布者数　８９３人
有人警備員配置から、インターホン、防犯カメラ、赤外線センサーによる機械警備へ移行

通学路学童交通安全指導員の配置 ４か所×１人×200日 792千円

8,044千円

小中学校通学路安全看板設置 １８校

実施結果

フェンス・カメラ等防犯機器設置

１２校 389千円

ヘルメット購入補助 422千円

細事業 事業量
10校×9ヵ月＋2校×10ケ月 14,645千円

決算額（千円）

京都府市町村未来づくり交付金

特定財源の詳細 名称 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

7,382千円

（3）【実施】

事
業
の
概
要

コ
ス
ト

小学校入学生への防犯ブザー配布

一般財源

19,827

対　　象

４校

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 安全対策事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-2017
基本計画での位置付け

所　管

子どもの安心・安全を確保するための防犯体制の強化

（1）【基本事項】

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 小学校における安全・防犯体制の充実

全体事業の概
要

小中学校の児童・生徒

学校教育課
学校教育係

目　　的

主な取り組み

（貸付先：　　）

　実施方法

防犯ブザーの配布、通学路安全看板の設置、防犯カメラなどの機械警備への転換

手段 小学校新入学生への防犯ブザーの配布、通学路安全看板の設置、フェンス設置など

登下校時及び在校時の安全確保

（委託先又は指定管理者：　　）

目
的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

19



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,218

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

特定財源の詳細

中学校の英語教育において生きた英語に触れることによって英語力を高めるため、JETプログラ
ムを活用し語学指導助手を配置し、英語教育の充実を図る目　　的

手段

対　　象 木津川市立中学校

（委託先又は指定管理者：　　）

木津川市内全体の英語教育の充実及び英語力を向上させる

JETプログラムによる招致者数3人の授業

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 英語指導助手の招致に係る事務
中学校における英語教育の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,218

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学校教育係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 語学指導助手招致事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-2021

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

語学指導助手３名招致
授業数　1,194授業数

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

全国的に採用
精華町１人（中３）　　宇治市８人（小２２、中１０）　城陽市５人（小１０、中５）　京
田辺市４人（小９、中３）

実施結果

3

3

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

34,227

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

特定財源の詳細

事務等を円滑に遂行するため目　　的

手段

対　　象 学校教育課の事務事業を対象

（委託先又は指定管理者：　　）

臨時職員賃金、消耗品費等の実務費、補助金等の支払い

臨時職員賃金、消耗品費等の実務費、補助金等の支払い

（補助先及び実施主体：　学校教育関連団体等　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

　実施方法

備考

主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 学校教育事務事業（内部管理）
教育施設の充実

（５）【備考】

事
業
の
概
要

34,227

目
的

全体事業の概
要

学校教育課
学務係

所　管

一般財源

補助率(負担割合)

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 学校教育事務事業

基本計画での位置付け

内
訳 その他特定財源

予算科目、事業コード 1-9-1-2-2549

名称

決算額（千円）

（2）【計画】

平成24年度
事業費内訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

実
施
事
業
評
価

細別なし

細事業

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

消耗品費等事務費節約に努めた
木津川市小学校体育連盟、人権教育研究会へ補助金の交付を行った

（4）【評価】

達成度

コ
ス
ト

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

45,876

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

実施結果
校医報酬、教師・児童生徒健康診断、スポーツ災害共済、結核審査階運営費を支出した
健診受診者数　7,580人
災害給付事業受給者数　1,293件

（4）【評価】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

各自治体で実施

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

事業量 事業費

その他特定財源

細事業

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細 名称

コ
ス
ト

細別なし

決算額（千円）

　実施方法

児童・生徒の検診、教職員の健康診断及びスポーツ災害共済への加入、結核審査会運営費の
支払

手段
児童・生徒の内科、歯科、眼科、耳鼻科検診、教職員の健康診断及び日本スポーツ振興セン
ター災害共済への加入

怪我・疾病の予防・早期発見、健康状態の維持

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 学校保健事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-2581
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 子どもの健全育成に向けた地域・学校での取組の充実

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

45,876

目
的

対　　象 小中学校の児童・生徒及び教職員

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

800

効率性 成果

3 2

緊急性・
必要性

2

実施結果

各小中学校のスポーツや文化・芸術等の分野を支援することにより、豊かな人間性をもった児童・
生徒を育成することができた
主な事業内容：環境教育の充実のため花や園芸用品購入、図書教育充実のための図書購入、算
数教育充実のための教材の購入、クラブ活動充実のためのクラブ用品購入等

（4）【評価】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

近隣の多くの自治体で実施している
城陽市：小学校１０万円･中学校３０万円
京田辺市:小中学校ともに７万円

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

事業量 事業費

その他特定財源

細事業

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細 名称

コ
ス
ト

細別なし

決算額（千円）

　実施方法

当市予算の範囲内において、「木津川市特色のある学校づくり推進事業」に係る経費を負担

手段 事業を実施する学校に経費を支援

スポーツや文化・芸術等の活動を通して独自の特色を活かし、子どもたちの体力向上や豊かな人
間性を育成する学校活動に対し支援をする

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 木津川市特色のある学校づくり推進事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-3337
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 木津川市特色のある学校づくり推進事業

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

800

目
的

対　　象 市内の小学校１２校・中学校５校

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

23



　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

300 304

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

4

目
的

対　　象 小中学校の児童・生徒

（補助先及び実施主体：　　）

手段

　実施方法

国、京都府から委託を受け、食に関する事業を実施することで、発達段階に応じた児童生徒の
食育の推進を図る。24年度で受託事業終了。

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 食育推進事業

（3）【実施】

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

（2）【計画】
主な事業等 食育推進事業

学校食育の充実

細別なし

300千円

名称

予算科目、事業コード 1-9-1-2-3458
基本計画での位置付け
主な取り組み

学校教育課
学校教育係

備考

食に関する事業を実施することで、発達段階に応じた児童生徒の食育の推進を図る。

学校給食の充実と教育活動全体を通した食育の推進を図り、発達段階に応じた児童生徒の食
や健康への関心を高める。

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

府補助

特定財源の詳細

栄養教諭を中核とした食育推進事業費府委託金 １０／１０

一般財源

補助率(負担割合)

細事業

内
訳

国庫補助

その他特定財源

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

平成24年度
事業費内訳

事業量 事業費

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

京都府下では、平成24年度は当市と京丹波町のみ委託事業を受託し実施し
ている。

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

決算額（千円）

コ
ス
ト

所　管

実施結果
児童・生徒については、生産者の話を聞くことで、感謝の心を育み残さず食べるようになり、また
食や地元産業への関心を高めることができた。教職員についても、各小学校間連携や小中連携
が進み、教職員全体で食育に関する共通理解を持つことができた。

（4）【評価】

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

24



　　平成 24 年度

4 2 2 2

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

646 937

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課
学校教育係

事業名 「KYO発見　仕事・文化体験活動」推進事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-3491
基本計画での位置付け
主な取り組み 地域の特性を生かした教育内容の充実
主な事業等 「KYO発見　仕事・文化体験活動」推進事業

（2）【計画】

目　　的 働くことの大変さ、重要さを学とともに、将来に希望を持たせる

全体事業の概
要

市立小中学校児童・生徒の仕事体験や職場体験学習または、地域の伝統文化体験学習の実施。

手段 事業を実施する学校に経費を支援

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 主に小学校4年生及び中学校2年生

コ
ス
ト

一般財源

291

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 ２／３ 646千円

その他特定財源

事業費

実施結果
市内全ての小中学校の対象学年で、仕事の体験や職場体験学習を実施することにより、働くこと
の大変さ、重要さを学んだ。
体験学習の実施結果：参加学級　47学級

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

決算額（千円）

「KYO発見　仕事・文化体験活動」推進事業補助金

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

京都府内のほぼ全ての小中学校で実施

特記事項
（事業の沿革など）

（4）【評価】

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

339

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課
学校教育係

事業名 就学指導委員会事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-3516
基本計画での位置付け
主な取り組み 適切な就学の支援
主な事業等 就学指導委員会設置、運営

（2）【計画】

目　　的
小中学校への進学に際して、保護者との相談を重視し、専門家の意見を聞くなどして、一人ひと
りのニーズに応じた適切な就学を支援する

全体事業の概
要

適切な就学を支援するため、就学指導委員会を設置、運営を行う

手段 就学指導委員会の運営

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 障害のために特別な教育的支援を必要とする幼児・児童

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

339

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

事業費

細別なし

実施結果
木津・加茂・山城の3ブロックで、特別支援学級の児童生徒を対象に夏季交流学習会を実施し
た。
小・中学校への就学に当たり、個々に応じた適正な就学に向け、検査や相談を実施した。

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

すべての市町村で設置

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

160 211

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課
学校教育係

事業名 京の未来創造校事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-3531
基本計画での位置付け
主な取り組み 教育指導研究
主な事業等 教育指導研究

（2）【計画】

目　　的 京都府の指定を受け、教育指導の研究を実施

全体事業の概
要

木津小学校『考え、練り合い、高め合う「学びの力」の育成』
泉川中学校『質の高い教育を目指す学校改善システムの構築』

手段 京都府の指定を受け、木津小学校・泉川中学校で実施

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津小学校、泉川中学校

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

51

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京の未来創造校事業費府委託金 160千円

その他特定財源

事業費

細別なし

実施結果 指導事案集、研究のまとめを発行

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

85

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課
教育総務係

事業名 教育振興基本計画策定事業
予算科目、事業コード 1-9-1-2-3532
基本計画での位置付け
主な取り組み 教育振興基本計画策定委員会開催
主な事業等 教育振興基本計画策定

（2）【計画】

目　　的 木津川市の教育に関する総合的な計画として、木津川市教育振興基本計画を策定する

全体事業の概
要

教育振興基本計画策定に際し、策定委員会を開催
平成２５年度末の完成を目指す

手段 教育振興基本計画策定委員会を開催

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市民

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

85

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

事業費

細別なし

実施結果 平成２４年度は２回の策定委員会を開催

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

5,051

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

5,051

目
的

対　　象

一般財源

（貸付先：　　）

目　　的

市立小学校

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 学校運営の充実

教育施設の整備

学校教育課
学務係

所　管

主な取り組み

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 学校管理事業(小学校）
予算科目、事業コード 1-9-2-1-2029
基本計画での位置付け

（1）【基本事項】

　実施方法

市立小学校１２校の学校管理運営

手段 学校管理運営

学校管理運営に資する

全体事業の概
要

決算額（千円）

（3）【実施】

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし

細事業

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

名称

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

事業量 事業費

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果
当尾地域から南加茂台小学校への児童送迎車両運行委託、通学補助やタクシー使用料など支
出

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

57,602 934,100 1,239,324

木津小 2,244千円

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

小学校校舎増築事業債

府補助

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

3

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果

梅美台小学校増築工事、設計業務委託、及び、備品購入を実施
木津小学校普通教室改修、及び、備品購入を実施
恭仁小学校耐震診断・補強計画業務の実施
各年度の償還計画に基づき償還を行った
木津中央地区新設小学校用地の一部購入
木津・上狛下水道接続工事他設計業務を実施　　加茂小防水等改修工事設計業務を実施
相楽・棚倉防球ネット設置工事を実施　　　木津・上狛・加茂空調機設置工事を実施　　　加茂・南加茂台
プール改修工事を実施

（4）【評価】

総
合
評
価

継
続
性
評
価

設計業務（下水道接続、防水） 木津・上狛・加茂 4,095千円

校舎等改修（プール改修等） 各小学校 22,669千円

小学校公共公益施設整備費償還金 高の原小、梅美台小、州見台小 134,039千円

新設小学校用地購入等 城山台小 912,107千円

恭仁小 8,055千円

施設の改修、緊急修繕 73件（各小学校） 7,942千円

42,400千円

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費　
梅美台小増築工事・設計業務委託・備品購入 梅美台小 132,242千円

恭仁小耐震診断・補強計画

京都府市町村未来づくり交付金 10,405千円

地方債 891,700千円新設小学校用地取得事業債

国庫補助 公立学校施設整備費国庫負担金 1/2 47,197千円

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

247,622

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　請負業者　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市立小学校の児童

目　　的
市立小学校施設の維持管理及び必要な修繕・改修を実施することにより、円滑な学校運営と
安全確保を図ると伴に、児童数の増加に対応するため、校舎の増築や備品の整備を行う。
また、新設小学校用地の確保を行う。

全体事業の概
要

増築工事、必要な施設の修繕・改修の実施や備品等の購入、新設小学校用地の一部購入、
公共公益施設整備費の償還

手段
梅美台小校舎増築工事、特別支援教室等空調設置（木津・上狛・加茂）、プール改修（加茂、
南加茂台）、緊急修繕の実施、新設小学校用地一部購入、公共公益施設整備費償還

基本計画での位置付け
主な取り組み 教育施設の充実
主な事業等

（2）【計画】

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課

教育施設整備室

事業名 施設管理事業（小学校）
予算科目、事業コード 1-9-2-1-2033

木津小教室改修・備品購入

小学校環境整備（防球ネット設置等）

空調機設置

各小学校 7,829千円

木津・上狛・加茂 4,383千円

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

30



　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

177,842

木津小

相楽小

高の原小

木津川台小

相楽台小

梅美台小

加茂小

恭仁小

南加茂台小

上狛小

棚倉小

州見台小

効率性 成果

3 2

緊急性・
必要性

2

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果 用務員配置、電気設備点検12回、消防設備点検2回、その他学校運営に係る経費を支出した

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

177,841,398円

16,529,848円

13,089,625円

13,210,439円

16,678,472円

13,097,208円

9,044,977円

16,993,088円

14,990,866円

15,430,742円

14,766,405円

事業費
21,663,360円

12,346,368円

特定財源の詳細

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

内
訳

国庫補助

事業量

府補助

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

一般財源

（3）【実施】

市立小学校

予算科目、事業コード 1-9-2-1-2037～2589
基本計画での位置付け
主な取り組み

学校教育課
学務係

補助率(負担割合) 備考

学校運営の充実
教育施設の整備

コ
ス
ト

決算額（千円）

市立小学校１２校の学校管理運営

（補助先及び実施主体：　　）

合計

（５）【備考】

事
業
の
概
要

177,842

目
的

対　　象

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

手段 市立小学校１２校の学校管理運営

学校管理運営に資する

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 市立各小学校管理事業

（2）【計画】
主な事業等

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

31



　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

21,073

木津小

相楽小

高の原小

木津川台小

相楽台小

梅美台小

加茂小

恭仁小

南加茂台小

上狛小

棚倉小

州見台小

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

21,073

目
的

対　　象 市立小学校の児童

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

（2）【計画】
主な事業等 小学校教育振興事業

教育施設の整備

学校教育課
学校教育係

所　管

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 市立各小学校　教育振興事業
予算科目、事業コード 1-9-2-2-2093～2593
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

　実施方法

新学習指導要領の移行期間を踏まえ地域や学校の実態を十分考慮した教育目標の設定と、
地域や児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

手段 学校教育振興事業費用の執行

地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や地域社会から信頼される学校づ
くり

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

一般財源

内
訳

国庫補助

決算額（千円）

府補助

その他特定財源

特定財源の詳細

コ
ス
ト

2,826,534円

1,784,086円

補助率(負担割合) 備考

1,414,262円

事業量 事業費
2,018,806円
1,665,537円

1,096,208円

1,762,397円
443,295円

1,159,087円

1,202,690円
平成24年度
事業費内訳

合計 21,072,331円

2,653,418円

名称

細事業

3,046,011円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した

2

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

総
合
評
価

（4）【評価】

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

411 30,251

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

（５）【備考】

事
業
の
概
要

29,840

目
的

対　　象

一般財源

（貸付先：　　）

目　　的

経済的理由により就学困難と認められる児童の保護者及び特別支援学級在籍児童の保護者

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 就学援助事業

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

主な取り組み

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 就学援助事業（小学校）
予算科目、事業コード 1-9-2-2-3333
基本計画での位置付け

（1）【基本事項】

　実施方法

継続的に就学の為の援助を行う

手段 継続的に就学の為の援助を行う

平等に教育の機会を与えるため

全体事業の概
要

決算額（千円）

（3）【実施】

特定財源の詳細

コ
ス
ト

就学援助費

就学奨励費

細事業

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助
要保護児童生徒援助費補助金及び
特別支援教育就学奨励費補助金 1/2 411千円

府補助

名称

その他特定財源

29,190千円
平成24年度
事業費内訳

1,061千円

事業量 事業費

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

他市では生活保護基準1.3倍以下多数
精華町１．２倍以下
城陽市　一般１．４倍以下、母子・父子・借家１．６倍以下
京田辺市　１．３倍未満
木津川市　１．２倍未満

実施結果 就学援助費522人　29,189,265円   　就学奨励費　41人　1,061,056円

（4）【評価】

3

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

10,212

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

所　管

（3）【実施】

（2）【計画】
主な事業等

（５）【備考】

事
業
の
概
要

10,212

目
的

対　　象 市立小学校に在学している５、６年生を対象

（補助先及び実施主体：　修学旅行等参加者　）

国庫補助

学校教育の充実と保護者の負担軽減を図るため

全体事業の概
要

修学旅行費補助金等
教育施設の充実

学校教育課
学務係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 教育振興事業(小学校）
予算科目、事業コード 1-9-2-2-3338
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

修学旅行等に参加した全児童に係る所要額の１/2以内で、予算の範囲内

手段 修学旅行費・林間学習補助の執行

（委託先又は指定管理者：　　）

特定財源の詳細 補助率(負担割合) 備考名称

決算額（千円）

コ
ス
ト

修学旅行費補助金
平成24年度
事業費内訳

一般財源

内
訳

府補助

事業量 事業費

夏期林間学習補助金 1,265千円

その他特定財源

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

（補助金額）
城陽市・なし
京田辺市・必要な経費の1/2以内で、毎年度予算の範囲内、一人当たり上限7,000円

実施結果

総
合
評
価

達成度

2

・修学旅行補助対象者6年658人に対し5,187,933円を支出した
・林間学習補助対象者5年718人に対し1,264,770円を支出した

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（4）【評価】

5,188千円

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

351 704

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

コ
ス
ト

所　管

実施結果 小学校入学前の準備ができ、スムースに学校生活への移行ができた。

（4）【評価】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

山城管内では、ほとんどの市町村で実施

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

平成２４年度
事業費内訳

事業量 事業費細事業

内
訳

国庫補助

その他特定財源

府補助

特定財源の詳細

「もうすぐ１年生」体験入学推進事業補助金 １／２

一般財源

補助率(負担割合)

予算科目、事業コード 1-9-1-2-3462
基本計画での位置付け
主な取り組み

学校教育課
学校教育係

備考

小学校入学後の生活習慣の変化に対応できること

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（2）【計画】
主な事業等 「もうすぐ１年生」体験入学推進事業

学校教育の充実

細別なし

351千円

名称

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 「もうすぐ１年生」体験入学推進事業

（3）【実施】

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

（５）【備考】

事
業
の
概
要

353

目
的

対　　象 幼稚園や保育園等の就学前幼児・保護者

（補助先及び実施主体：　　）

手段

　実施方法

体験入学や交流会を行う

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

437 1,231

効率性 成果

3 2

緊急性・
必要性

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

平成8年度からスタート

実施結果
相談件数　223件
障害克服児童数　32人

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

所　管

名称

細事業

均等割り＋通級児童数割り 437千円

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

府補助

事業量 事業費

その他特定財源 相楽地方通級指導教室事業負担金

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし

予算科目、事業コード 1-9-2-3-2141
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

24年度に西部分室を開設、現在４名の教諭により、４教室を運営する
各教室２３名程度（各児童１～２時間／週）

（2）【計画】
主な事業等 通級による指導及び教育相談活動事業

教育施設の充実

学校教育課
学校教育係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 相楽地方通級指導教室事業

（５）【備考】

事
業
の
概
要

794

目
的

対　　象 相楽地方の言語・聴覚及び発達に障害のある児童

（補助先及び実施主体：　　）

手段 通級による指導及び教育相談

それぞれの障害を改善・克服できるように指導･援助する

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

529 9,427

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果 府総合体育大会、府駅伝大会、各種近畿大会等参加経費、講師賃金等を支出した

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

所　管

名称

細事業

京都府市町村未来づくり交付金

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

府補助

事業量 事業費

529千円

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし

予算科目、事業コード 1-9-3-1-2153
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

市立中学校５校の学校管理運営

（2）【計画】
主な事業等 学校運営の充実

教育施設の整備

学校教育課
学務係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 学校管理事業（中学校）

（５）【備考】

事
業
の
概
要

8,898

目
的

対　　象 市立中学校

（補助先及び実施主体：　　）

手段 学校管理運営

学校管理運営に資する

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

37



　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

762,730 950,800 1,787,543

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

3

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

施設の改修、緊急修繕 35件　（各中学校） 3,154千円

実施結果

木津中学校改築工事設計業務を実施
木津南中学校音楽室空調機設置工事を実施
木津第二中学校プールサイド等改修工事を実施
市内中学校体育館コートライン塗装工事を実施
木津中学校校舎の付帯施設整備に係る都市再生機構への負担金を支出
木津南中学校都市再生機構関連公共公益施設整備費償還金について、償還計画に基づき償
還を行った　　施設の緊急修繕を実施

（4）【評価】

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

木津中学校校舎の付帯施設整備に係る都市再生機構への負担金 木津 33,507千円
木津南中学校都市再生機構関連公共公益施設整備費償還金 木津南 1,710,726千円

木津第二中学校プールサイド等改修工事 木津第二 6,308千円
市内中学校体育館コートライン塗装工事 泉川、山城、木津第二 1,544千円

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

木津中学校改築工事設計業務等 木津 24,514千円
木津南中学校音楽室空調機設置工事 木津南 5,594千円

地方債 木津南中学校建設事業債 950,800千円

1/2 714,544千円

学校施設環境改善交付金 45,975千円

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 2,211千円

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

1/2・1/3

国庫補助 公立学校施設整備費負担金

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市立中学校の生徒

74,013

手段

緊急修繕の実施、木津中学校改築工事設計業務、木津南中学校音楽室空調機設置工事、木
津第二中学校プールサイド等改修工事、市内中学校体育館コートライン塗装工事、木津中学校
校舎の付帯施設整備に係る都市再生機構への負担金、木津南中学校都市再生機構関連公共
公益施設整備費償還金

　実施方法
（委託先又は指定管理者：請負業者　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

主な事業等

（2）【計画】

目　　的 市中学校施設の維持管理及び必要な修繕・改修を実施することにより、円滑な学校運営を図る

全体事業の概要
必要な施設の修繕・改修の実施や備品等の購入、木津中学校改築工事設計、木津中学校校
舎の付帯施設整備に係る負担金、木津南中学校都市再生機構関連公共公益施設整備費償還
金

事業名 施設管理事業（中学校）
予算科目、事業コード 1-9-3-1-2157
基本計画での位置付け
主な取り組み 教育施設の充実

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課

教育施設整備室

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

38



　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

82,084

木津中

木津第二

泉川中

山城中

木津南中

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

82,084

目
的

対　　象 市立中学校

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（2）【計画】
主な事業等 学校運営の充実

教育施設の整備

学校教育課
学務係

所　管

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 市立各中学校管理事業
予算科目、事業コード 1-9-3-1-2161～2173
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

目　　的

　実施方法

市立中学校５校の学校管理運営

手段 市立中学校５校の学校管理運営

学校管理運営に資する

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

15,036,777 円

13,709,410 円

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

合計

名称

14,023,648 円

17,412,252 円

事業量 事業費　

21,900,988 円

2

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

平成24年度
事業費内訳

細事業

達成度

2総
合
評
価

82,083,075 円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果
用務員配置、電気設備点検１２回、消防設備点検２回、その他学校運営に係る経費を支出し
た

（4）【評価】

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

28,341

木津中

木津第二

泉川中

山城中

木津南中

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品等に使用した

（4）【評価】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

3,897,323 円

5,225,727 円

事業費

合計 28,340,385 円

6,982,782 円

6,214,723 円

事業量

6,019,830 円

国庫補助

一般財源

備考補助率(負担割合)

決算額（千円）

細事業

平成2４年度
事業費内訳

府補助

特定財源の詳細

その他特定財源

名称

内
訳

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 市立各中学校　教育振興事業
予算科目、事業コード 1-9-3-2-2197～2209

主な取り組み

（1）【基本事項】

学校運営の充実
基本計画での位置付け

所　管

（2）【計画】
主な事業等 学校運営の充実

学校教育課
学校教育係

対　　象

地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や地域社会から信頼される学校づ
くり

（補助先及び実施主体：　　）

手段

（委託先又は指定管理者：　　）

市立中学校５校の学校教育振興事業費用

　実施方法

（貸付先：　　）

目　　的

（５）【備考】

事
業
の
概
要

28,341

目
的

コ
ス
ト

新学習指導要領の移行期間を踏まえ地域や学校の実態を十分考慮した教育目標の設定と、
地域や生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

全体事業の概
要

（3）【実施】

市立中学校の生徒

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

288 25,711

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

他市では生活保護基準1.3倍以下多数
精華町１．２倍以下
城陽市　一般１．４倍以下、母子・父子・借家１．６倍以下
京田辺市　１．３倍未満
木津川市　１．２倍未満

実施結果 就学援助費272人　25,289,452円   就学奨励費　9人　421,184円

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

421千円

内
訳

国庫補助
要保護児童生徒援助費補助金及び
特別支援教育就学奨励費補助金

名称

細事業

1/2

（4）【評価】

3

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

288千円

府補助

その他特定財源

一般財源

就学奨励費

25,290千円

補助率(負担割合) 備考

事業量 事業費

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

就学援助費
平成24年度
事業費内訳

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

継続的に就学の為の援助を行う
全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

平等に教育の機会を与えるため

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 就学援助事業（中学校）
予算科目、事業コード 1-9-3-2-3334
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 就学援助事業

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

（５）【備考】

事
業
の
概
要

25,423

目
的

対　　象 経済的理由により就学困難と認められる生徒の保護者及び特別支援学級在籍生徒の保護者

（補助先及び実施主体：　　）

手段 継続的に就学の為の援助を行う

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

17,149

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

（補助金額）
城陽市・交通費として（バス代）189,000円×学級数
京田辺市・必要な経費の1／2以内で、毎年度の予算の範囲内、一人当たり上限15,000円

目的・対象・
手段の妥当性

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

実施結果
・市内５中学校　8,160,000円を支出した（一人当たり15,000円）
　修学旅行対象者　544人（2泊3日・行き先　志賀高原スキー場及び富山県アローザスキー場
他）
・教科書改訂に伴う指導書等購入費　6 335千円

決算額（千円）

（4）【評価】

府補助

名称

2

2

達成度

学校教育の充実と保護者の負担軽減を図るため

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

修学旅行補助金
平成24年度
事業費内訳

教科書改訂に伴う指導書等購入費

補助率(負担割合)

一般財源

備考

コ
ス
ト

6,335千円

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 教育振興事業(中学校）

（3）【実施】

学校教育課
学務係

所　管
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

　実施方法

修学旅行に参加した全児童に係る所要額の１/2以内で、予算の範囲内

手段 修学旅行費補助の執行

（補助先及び実施主体：　修学旅行参加者　）

（2）【計画】
主な事業等 修学旅行費補助金等

教育施設の充実

目　　的

予算科目、事業コード 1-9-3-2-3339

（５）【備考】

事
業
の
概
要

17,149

特定財源の詳細

目
的

対　　象 市立中学校に在学している２年生を対象（泉川中学校のみ３年生）

（貸付先：　　）

内
訳

国庫補助

その他特定財源

細事業 事業量 事業費

8,160千円

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

149 327

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

178

目
的

対　　象 市立中学校生徒

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（2）【計画】
主な事業等 チャレンジ学習事業

学校教育の充実

学校教育課
学校教育係

所　管

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 チャレンジ学習事業
予算科目、事業コード 1-9-2-2-3421
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

目　　的

　実施方法

京都府から補助金を受け、検定を受検することで、生徒に目標を持たせ、学習意欲の向上を
図る

手段
京都府から補助金を受け、検定を受検することで、生徒に目標を持たせ、学習意欲の向上を
図る

学習意欲の向上

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

京都府市町村未来づくり交付金 2/3 149千円

名称

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

その他特定財源

達成度

2

平成24年度
事業費内訳

事業量 事業費

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

コ
ス
ト

府補助

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

山城教育局管内では、八幡市及び井手町で実施
城陽市・京田辺市は実施していない

実施結果

英語検定、数学検定及び漢字検定を受験、２級や準２級など難易度の高い
級も含め多くの生徒が合格するなど、学習意欲の向上に見合った成果が確
認された

（4）【評価】

2

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

250 549

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課
学校教育係

事業名 ステップアップ学習事業
予算科目、事業コード 1-9-2-2-3517
基本計画での位置付け
主な取り組み 学校教育の充実
主な事業等 ステップアップ学習事業

（2）【計画】

目　　的 学習意欲の向上

全体事業の概
要

京都府実施の1年生を対象とした「ふりスタ」事業に継続性を持たせ、学習意欲及び学力の向
上を図る。

手段 2～3年生を対象に、放課後等の時間を利用して外部講師による補習学習を実施する。

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市立中学校生徒

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

299

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 2/3 250千円

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

実施結果
市内の５中学校全校で実施し、学習意欲及び学力の向上が見られた。

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

平成24年度より実施（新規事業）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

21,496

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

2

3

（５）【備考】

在園園児数　　木津幼稚園２３３人・相楽幼稚園１５１人・高の原幼稚園１７９人
幼稚園代替職員に係る賃金等の支出、その他郵便料等の支出を行った

（4）【評価】

達成度

874千円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果

目的・対象・
手段の妥当性

細事業

臨時職員賃金

事業量 事業費

20,521千円

国庫補助

備考名称

その他特定財源

府補助

多様化する教育に対応するために円滑な幼稚園運営が行えるよう事業を行う

一般財源

（貸付先：　　）

　正職員で補えない業務への代替職員（臨時職員）の雇用や使用料（幼稚園及び通園バス）の
収納事務等に係る事務の実施

　実施方法

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細 補助率(負担割合)

コ
ス
ト

平成24年度
事業費内訳

内
訳

21,496

臨時職員社会保険料

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 幼稚園事務事業
予算科目、事業コード 1-9-4-1-2225
基本計画での位置付け
主な取り組み 幼稚園の円滑な運営

（補助先及び実施主体：　　）

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等

学校教育課
教育総務係

所　管

手段

（委託先又は指定管理者：　　）

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市在住の３歳、４歳、５歳の就学前の幼児

学校教育法第２２条に規定する幼児教育を推進するため、子どもが健やかに育つ環境づくりを
目指し、多様化する教育に対応するための幼稚園運営の事業補助を行う

全体事業の概
要

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

10,827 25,036

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

学校教育課
教育総務係

所　管

目
的

基本計画での位置付け

木津川市立３幼稚園に在園する４歳児及び５歳児で利用を許可された園児

幼稚園園児専用通園バスの運行

（2）【計画】

主な取り組み

木津川市立幼稚園から遠隔地に在住する在園児の登降園時の安全確保を図る

全体事業の概
要

（５）【備考】

事
業
の
概
要

バス４台を活用し、各乗降場所と３幼稚園間を運行する

14,209

対　　象

　実施方法

目　　的

（3）【実施】

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 幼稚園バス運行事業
予算科目、事業コード 1-9-4-1-2229

（1）【基本事項】

主な事業等

手段

（委託先又は指定管理者：㈱奈良交通　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

その他特定財源

バス４台を活用し、各乗降場所と３幼稚園間を運行する

コ
ス
ト

バス運行委託料
平成24年度
事業費内訳

一般財源

府補助

特定財源の詳細

幼稚園通園バス使用料 定額 10,827千円

補助率(負担割合) 備考名称

内
訳

国庫補助

事業量 事業費細事業

25,036千円

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

城陽市・京田辺市には通園バスの制度なし

実施結果 通園バス利用園児数３０１人

（4）【評価】

達成度

2

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

18,297

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

事業量 事業費

7,029千円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果
木津幼稚園　３歳児２０人、４歳児１０５人、５歳児１０８人
相楽幼稚園　３歳児２０人、４歳児６２人、５歳児６９人
高の原幼稚園　３歳児４０人、４歳児６７人、５歳児７２人に対して、幼児教育を施した

（4）【評価】

達成度

2

コ
ス
ト

高の原幼稚園管理事業費

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

細事業

木津幼稚園管理事業費

その他特定財源

2

相楽幼稚園管理事業費 5,236千円

6,032千円

府補助内
訳

基本計画での位置付け
主な取り組み 就学前教育の推進

（貸付先：　　）

目　　的

（2）【計画】

18,297

国庫補助

学校教育課
教育総務係

所　管

対　　象 　木津川市在住の３・４・５歳児の就学前の幼児

　学校教育法第２２条に規定する幼児教育を推進するため、子どもが健やかに育つ環境づくりを目指し、多
様化する教育に対応するため、の教育内容の充実や教育施設の計画的な整備を行う

全体事業の概
要

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 市立幼稚園管理事業
予算科目、事業コード 1-9-4-1-2233.2237.2241

（1）【基本事項】

主な事業等

（５）【備考】

事
業
の
概
要

　多様化する教育に対応するための教育内容の充実や教育施設の計画的な整備を行い、保護
者ニーズに応えていく

備考名称

手段

（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

目
的

平成24年度
事業費内訳

市立幼稚園３園（木津・相楽・高の原）の管理運営を実施し、幼児教育を施す

　実施方法

（3）【実施】

特定財源の詳細 補助率(負担割合)

一般財源

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

3,132

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

3

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

備品購入 各幼稚園 600 千円

実施結果
相楽幼稚園の借地代を支出
市立３幼稚園遊具修繕工事を実施
市立３幼稚園用備品を購入

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

相楽幼稚園用地借地代 1,632 千円

遊具修繕 各幼稚園 620 千円

その他特定財源

国庫補助

府補助コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

3,132

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市立幼稚園の園児

目　　的 市立幼稚園施設の維持管理を実施することにより、円滑な幼稚園運営を図る

全体事業の概
要

市立幼稚園３園の施設の維持管理

手段 老朽化した幼稚園施設の修繕、相楽幼稚園の用地借地料の支払

基本計画での位置付け
主な取り組み 教育施設の充実
主な事業等 市立幼稚園の施設管理

（2）【計画】

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課

教育施設整備室

事業名 施設管理事業（幼稚園）
予算科目、事業コード 1-9-4-1-2245

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

6,885 30,839

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

2

2

（５）【備考】

幼稚園就園奨励事業として１９園より申請があり、２８６人に対して２８，６５１，５００円の補助金
を交付した
私立幼稚園保護者負担軽減補助事業として６２人に対して２，１８７，０００円を交付した

（4）【評価】

達成度

６２人 2,187千円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

城陽市・京田辺市においても同様の幼稚園就園奨励事業あり

実施結果

目的・対象・
手段の妥当性

細事業

就園奨励費国庫補助金

事業量 事業費

１９園（２８６人） 28,652千円

国庫補助 就園奨励費国庫補助金（私立分）

備考名称

その他特定財源

府補助

私立幼稚園の設置者が保育料の減免を行うことに対し補助を行う　また、木津川市の幼稚園教
育の振興を図るため、保護者が負担すべき保育料を軽減するため、木津川市内の私立幼稚園
の設置者に補助を行う

1/3以内 6,885千円

一般財源

（貸付先：　　）

就園奨励事業補助として補助金の交付をする
保護者負担軽減補助事業として補助金の交付をする

　実施方法

（3）【実施】

決算額（千円）

補助率(負担割合)

コ
ス
ト

平成24年度
事業費内訳

内
訳

23,954

就園諸費補助金

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 　幼稚園就園奨励事業
予算科目、事業コード 1-9-4-1-2249
基本計画での位置付け
主な取り組み 私立幼稚園に在籍する幼児を養育する保護者の負担軽減

（補助先及び実施主体：幼稚園の設置者）

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等

学校教育課
教育総務係

所　管

手段

（委託先又は指定管理者：　　）

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 私立幼稚園に在籍する幼児を養育する保護者

私立幼稚園就園奨励事業として、私立幼稚園に在籍する幼児を養育する保護者の負担軽減を
図る　また、私立幼稚園保護者負担軽減補助として、木津川市内の私立幼稚園に在籍する幼児
の保育料の負担軽減を図る

全体事業の概
要

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

2,514

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

（3）【実施】

目
的

対　　象 市立3幼稚園在籍園児

　園医（内科医）や園歯科医を委嘱し、園児が健康でのびのびと幼稚園生活を送れるように健康
診断や園児に係る健康相談を行う

全体事業の概
要

目　　的

（５）【備考】

事
業
の
概
要

　内科検診として、在園児を対象に５月に、来年度入園予定児を対象に１２月に定期的に行う
また、歯科検診としては、在園児を対象に６月と１１月に定期的に行う　その他、必要に応じて健
康相談を行う

手段

（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

　年に内科検診及び歯科検診をそれぞれ２回実施するとともに、必要に応じて、園児に係る健康
相談を行う

　実施方法

2,514

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等

学校教育課
教育総務係

所　管

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 　幼稚園保健事業
予算科目、事業コード 1-9-4-1-3375
基本計画での位置付け
主な取り組み 幼稚園児の健康診断等

平成24年度
事業費内訳

一般財源

内
訳

特定財源の詳細 補助率(負担割合) 備考名称

国庫補助

コ
ス
ト

その他特定財源

府補助

事業量 事業費細事業

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果
　園医等の報酬２，５１３，８００円を支出した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔 園医・園歯科医　各園１名 〕

（4）【評価】

達成度

2

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

50



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

530

負担金

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

530

目
的

対　　象 生涯学習推進計画策定委員、社会教育委員

（補助先及び実施主体：　　）

手段 社会教育会、専門部会と策定委員会、ワーキング委員会の開催

生涯学習推進計画を平成25年度との２カ年で策定する（24年度は計画素案作成のため
の準備を行う）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 社会教育委員事業費

（1）【基本事項】

主な事業等 社会教育委員事業
生涯学習の充実と施設環境の整備

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

各年度の方針（目標）の達成

（2）【計画】

1-9-5-1-2257
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

289千円

その他特定財源

社会教育委員報酬
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

策定委員報酬

91千円

10千円

事業量 事業費

107千円

達成度

3

名称

細事業

研修旅費・消耗品費等

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：社会教育法、木津川市社会教育委員条例、木津川市社会教育委員会運営規則

城陽市・京田辺市の社会教育委員数
　城陽市１５人（条例１５人）
　京田辺市１７人（条例２０人）

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果
前年度末に実施した市民アンケート調査結果の分析と、計画策定の参考資料とするためのフィールド調査
を実施した

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

51



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

6,330

負担金、補助及び交付金

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

実施結果

交付団体の主な事業
　市文化協会：文化祭、生涯学習フェスティバル、小さな発表会、先進地視察（大和郡山市）、ＨＰ
開設
　市国際交流協会：中学生海外派遣事業、日本語教室、国際交流交流会・イベント
　市PTA連絡協議会：指導者中央研修会、研修会、講演会
　宇宙少年団：スターウォッチング、水ロケット制作、紙飛行機教室、自然体験学習

（4）【評価】

2

総
合
評
価

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市社会教育関係団体事業補助金交付要綱

【文化協会】宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、井手町、精華町、宇治田原町
【宇宙少年団】和歌山県みなべ市
【国際交流協会】城陽市、京田辺市、精華町

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

5,998千円

事業量 事業費

174千円

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

名称 補助率(負担割合) 備考

細事業

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

需用費
平成24年度
事業費内訳

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

社会教育活動の充実

手段 事業費削減に努めるととに、補助金にあってはその内容及び妥当性を精査する

社会教育の推進

全体事業の概
要

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 社会教育事務事業
予算科目、事業コード 1-9-5-1-2261
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等
生涯学習の充実と施設環境の整備

社会教育課
生涯学習係

所　管

（2）【計画】

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

6,330

目
的

対　　象 市民及び関係団体

（補助先及び実施主体：国際交流協会・文化協会・PTA協議会　　）

（委託先又は指定管理者：　　）

一般財源

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

52



　　平成 24 年度

4 2 3 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

3,315

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

（５）【備考】

事
業
の
概
要

3,315

目
的

対　　象 市民（青少年）を対象とした健全育成事業及び地域子ども会支援事業

（補助先及び実施主体：市内子ども会　　）

手段
青少年育成委員会への委託、相楽青少年補導委員会・育成協会連絡協議会等各委員会・協議
会への負担金及び負担金の支出地域子供会への活動補助

青少年を取り巻く社会環境の整備を助長し、その健全な成長を阻害するおそれのある行為から
青少年を保護し、青少年の健全な育成を図る

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 青少年健全育成事業

（1）【基本事項】

主な事業等 青少年健全育成、子ども会活動支援

子どもの健全育成に向けた地域教育・学校での取り組みの充実

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

青少年が、地域に親しみと愛着を持ち、豊かな人間性や社会性を育み、創造力と自主性を持っ
たたくましい人間として成長するよう、地域社会が一体となって体制を整える

（2）【計画】

1-9-5-1-2273
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：青少年育成委員会）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

2,119千円

その他特定財源

委託料
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

負担金、補助及び交付金

689千円

事業量 事業費

507千円

達成度

2

名称

細事業

補助金

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市社会教育関係団体事業補助金交付要綱

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果
青少年育成委員会の事業回数　21回
地域子ども会補助金の交付団体数　69団体
加茂野外音楽フェスタの開催

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

53



　　平成 24 年度

4 2 3 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,282

委託費

効率性 成果

3 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,282

目
的

対　　象 市民（新成人）

（補助先及び実施主体：　　）

手段 式典及び成人のつどいを開催する

新成人を祝福し、社会人として認められることを再認識し、社会での役割と責任・責務を自覚す
ることを促す

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 成人式事業

（1）【基本事項】

主な事業等 成人式

子どもの健全育成に向けた地域・学校での取り組みの充実

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

式典及び成人のつどいを開催する

（2）【計画】

1-9-5-1-2277
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

422千円

その他特定財源

報償費
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

3

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

需用費

48千円

545千円

事業量 事業費

267千円

達成度

3

名称

細事業

役務費

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

平成20年度　　　　１会場で合同開催（会場収容数の都合により２部制での開
催）
平成21～24年度　１会場で１回開催（会場：中央体育館）

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果
実行委員会9回開催・実行委員会委員13名
成人式参加者率　63.0％（参加者／対象者）

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

54



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,075

備品購入費

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,075

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）

手段 施設維持管理及び貸館業務

人権教育の推進及び住民福祉の向上を図る

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 教育集会所管理事業

（1）【基本事項】

主な事業等 教育集会所管理事業
生涯学習の充実と施設環境の整備

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

貸館業務

（2）【計画】

１－９－５－１－２２８１
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　浄心会・女性サロン　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

489千円

その他特定財源

需用費
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

役務費

154千円

352千円

事業量 事業費

76千円

達成度

2

名称

細事業

委託料

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市小谷教育集会所条例、木津川市小谷教育集会所条例施行規則

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果 通常の貸館業務の他、小谷下教育集会所のエアコンの更新を行った。

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

55



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

455

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

455

目
的

対　　象 市民（女性）

（補助先及び実施主体：　女性の会　）

手段 講習会等の実施、補助金の交付

生涯学習への参加を促進し交流と学習を深める

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 女性教育事業

（1）【基本事項】

主な事業等 男性・女性教育事業
生涯学習の充実と施設環境の整備

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

学習機会の充実

（2）【計画】

1-9-5-1-2289
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

34千円

その他特定財源

委託料
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

負担金、補助及び交付金

事業量 事業費

421千円

達成度

2

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市社会教育関係団体事業補助金交付要綱

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果 女性の会の主な事業実施状況　健康フェスティバル、社会見学等

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

56



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,552

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

実施結果
生涯学習情報誌作成、生涯学習フェスティバルの開催（生涯学習講演会、文
化協会発表会、公民館まつり、講座サークル発表会）

（4）【評価】

2

総
合
評
価

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

460千円

事業量 事業費細事業

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

補助率(負担割合) 備考

1,092千円

特定財源の詳細

コ
ス
ト

需用費
平成24年度
事業費内訳

一般財源

委託料（講師派遣委託料）

名称

情報誌の作成、講師派遣

生涯学習情報誌の発行及び関連情報の提供により生涯学習の促進を図る
生涯学習フェスティバルにおいて講演会を実施し、生涯学習の推進を図る

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

決算額（千円）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 生涯学習推進事業
予算科目、事業コード １－９－５－１－２２９３
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 生涯学習情報誌発行
生涯学習の充実と施設環境の整備

社会教育課
生涯学習係

所　管

（3）【実施】

（2）【計画】

（貸付先：　　）

目　　的

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,552

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）
　実施方法

隔年での生涯学習情報誌の発行
生涯学習フェスティバルでの講演会実施

手段

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

57



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

335 2,920

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

2

総
合
評
価

（５）【備考】

委託料

達成度

23：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

実施結果
主な実施事業
　開講式、近隣市町村めぐり、社会見学、教養講座、閉講式

（4）【評価】

1,218千円

225千円

285千円

1,028千円

いきがい大学受講料

需用費

備考

内
訳

国庫補助

府補助

事業量 事業費

その他特定財源

補助率(負担割合)

事
業
の
概
要

社会教育課
生涯学習係

所　管
予算科目、事業コード 1-9-5-1-2301
基本計画での位置付け
主な取り組み

高齢者の社会参加を図り、生涯にわたる学習課題を見つける

（2）【計画】
主な事業等

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 高齢者教育事業

（1）【基本事項】

高齢者教育事業
生涯学習の充実と施設環境の整備

目　　的

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　木津川市社会福祉協議会　）
　実施方法

木津川市高齢者生きがい大学を開講

手段

目
的

対　　象

木津川市高齢者生きがい大学を開講

市民（高齢者）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

平成24年度
事業費内訳

名称

細事業

決算額（千円）
2,585

使用料及び賃借料

一般財源

報償費

（貸付先：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（3）【実施】

335千円

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

58



　　平成 24 年度

4 3 1 2

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,697

効率性 成果

3 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,697

目
的

対　　象 木津地区・加茂地区・山城地区の小・中学生を対象とした少年少女合唱団育成事業

（補助先及び実施主体：　　）

手段 少年少女合唱団の活動充実

団員募集による団員数増加と活動内容の充実

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 少年少女合唱団育成事業

（1）【基本事項】

主な事業等 音楽活動等の活動支援
市民との連携による生涯学習の推進

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

３団活動内容の統一と自主的・自立的運営を図る

（2）【計画】

1-9-5-1-2305
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

1,493千円

その他特定財源

講師謝礼
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

3

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

需用費(消耗品費)

136千円

事業量 事業費

68千円

達成度

2

名称

細事業

負担金

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

平成２０年度　木津少年少女合唱団結成
平成７年度　　加茂少年少女合唱団結成
昭和５６年度　山城少年少女合唱団結成

他市の類似少年少女合唱団の設置状況
城陽市１団
京田辺市１団

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果

木津少年少女合唱団員　19人・加茂少年少女合唱団員　36人　山城地区少年少女合唱団員
33人
主な活動内容　相楽合唱祭、京都こども合唱祭、老人ホーム訪問演奏、やましろのタカラフェス
ティバル出演等

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

59



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

613 1,369

使用料及び賃借料

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

756

目
的

対　　象 庁舎北別館、利用者

（補助先及び実施主体：　　）

手段 適正な館の管理運営

生涯学習の充実を行うために、庁舎北別館で貸館を行う

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 庁舎北別館管理事業

（1）【基本事項】

主な事業等 公民館事業
生涯学習の充実と施設環境の整備

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

市民が利用しやすいように、利用者の声を聞きながら適正な管理を行う

（2）【計画】

１－９－５－１－２７２６
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

268千円

その他特定財源

需用費
平成24年度
事業費内訳

613千円

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

役務費

885千円

206千円

事業量 事業費

10千円

達成度

2

名称

細事業

庁舎使用料

委託料

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市庁舎管理規則

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果 開館日数　347日・延べ利用者数　24,129人

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

60



　　平成 24 年度

4 1 1 3

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,272 77 2,009

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

相楽台小(43回）、高の原小(24回）、南加茂台公民館（96回）で通年実施
棚倉小学校（3回）トライアルとして実施

1,422千円

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

事業量

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：京都府京のまなび教室推進事業費補助金交付要綱
平成１９年度　　南加茂台公民館、高の原小学校、相楽台小学校（トライアル）で実施
平成２０年度　　相楽台小学校、当尾小学校（トライアル）で実施
平成２１年度　　当尾小学校で実施。計４箇所で実施
平成２２年度・２３年度　　市内４箇所で実施
平成２４年度　　当尾小学校廃校のため実施なし。棚倉小学校（トライアル）で実施、市内計４箇
所

他市の実施状況
　宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、宇治田原町、精華町、
　相楽東部広域連合

内
訳

細事業

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

（4）【評価】

達成度

2

事業費

実施結果

京のまなび教室推進事業費補助金

77千円

平成24年度
事業費内訳

需用費 327千円

206千円

京のまなび教室参加者保険料

特定財源の詳細

1,272千円府補助

名称 補助率(負担割合) 備考

国庫補助

決算額（千円）

2/3コ
ス
ト

報償費

役務費

一般財源

その他特定財源

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

実施地区の小学校、公民館施設等を開放し、放課後の子どもの居場所として提供する
地域住民による見守りや指導

手段 市内の小学校や公民館で勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施

小学校や公民館を活用し、放課後や週末に、子どもたちの安全・安心な居場所を設け、地域の方々の参画
を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施する

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 京のまなび教室推進事業
予算科目、事業コード １－９－５－１-３３４１
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 放課後子どもプラン（放課後子ども教室推進事業）

放課後児童の居場所づくりの推進

社会教育課
生涯学習係

所　管

（2）【計画】

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

660

目
的

対　　象 各校区内の小学生・幼児（保護者）

（補助先及び実施主体：　　）

全体事業の概
要

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

61



　　平成 24 年度

4 2 3 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

5

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果 視覚障害者研修会・聴覚障害者研修会

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

5千円
平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

使用料及び賃借料

その他特定財源

国庫補助

府補助コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

5

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 市民

目　　的 視覚障害者及び聴覚障害者の学習機会を設けるため研修会の実施

全体事業の概
要

視覚障害者及び聴覚障害者の学習機会を設けるため、ボランティア等の力で研修会を開催し、障害者教育
の充実を図る。

手段
視覚障害者団体及び聴覚障害者団体、手話サークルなどのボランティア団体と協力して研修会
として、社会見学を実施

基本計画での位置付け
主な取り組み 障害者教育の充実
主な事業等 研修会の実施

（2）【計画】

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
生涯学習係

事業名 障害者教育事業
予算科目、事業コード １－９－５－１－３４７５

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

62



　　平成 24 年度

4 2 3 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

148 305

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（2）【計画】

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

157

目
的

対　　象 木津南中学校区・山城中学校区の小・中学校（児童・生徒・保護者）

（補助先及び実施主体：　　）

手段

主な事業等 地域で支える学校教育推進事業

子どもの健全育成に向けた地域・学校での取り組みの充実

社会教育課
生涯学習係

所　管

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 地域で支える学校教育推進事業
予算科目、事業コード １－９－５－１－３５０９
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

中学校区単位で設置する学校支援地域本部によって、地域住民による学校支援ボランティア等の地域力
を、学校の求める教育活動にマッチングすることで、より効果的な学校支援を行うと共に教育の充実を図る。

中学校区毎に学校支援活動方針等を検討する学校支援地域本部を設置し、各本部に配置する
地域コーディネーターを中心として学校の要望する支援活動について検討・協議・実施

地域で支える学校教育推進事業(京都府)を活用し、学習支援・運動部活動支援の実施など、地域ぐるみで
学校を支える体制を整備することにより、学校教育の充実を図る。

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

決算額（千円）

2/3コ
ス
ト

報償費

備品購入費

一般財源

その他特定財源

特定財源の詳細

148千円府補助

名称 補助率(負担割合) 備考

国庫補助

京のまなび教室推進事業費補助金

平成24年度
事業費内訳

需用費 200千円

82千円

内
訳

細事業

3

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

（4）【評価】

達成度

2

事業費

実施結果

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：京都府「地域で支える学校教育推進事業」補助金交付要綱
平成２４年度　　木津南中学校区・山城中学校区で実施
平成２５年度　　平成２４年度実施中学校区及び木津中学校区・木津第二中学
校区・泉川中学校区で実施
平成２６年度　　市内５中学校区で実施

他市の事業状況
　城陽市、八幡市、精華町、相楽東部広域連合

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

山城中学校区において学校支援活動を2回実施

13千円

事業量

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

63



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,789 36,863

使用料及び賃借料

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

実施結果

中央・西部の指定管理実施。ホールでは5事業、文化交流教室14教室、スポーツ交流教室2教室
を開催。中央交流会館の利用延べ人数46,737人、西部交流会館の利用延べ人数13,582人。

東部交流開館の利用延べ人数19,500人

（4）【評価】

2

総
合
評
価

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市交流会館条例、木津川市交流会館条例施行規則

26,278千円

444千円

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

2,113千円

事業量 事業費細事業

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 東部交流会館使用料

補助率(負担割合) 備考

1,789千円

7,534千円

特定財源の詳細

コ
ス
ト

賃金

委託料

平成24年度
事業費内訳

一般財源

需用費

名称

指定管理者による適正な施設の運営・管理を行う

利用者利便性の向上等

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団）

決算額（千円）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 交流会館管理事業
予算科目、事業コード 1-9-5-2-2317
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 交流会館管理事業
生涯学習の充実と施設環境の整備

社会教育課
生涯学習係

所　管

（3）【実施】

（2）【計画】

（貸付先：　　）

目　　的

（５）【備考】

事
業
の
概
要

35,074

目
的

対　　象 交流会館（中央・西部・東部）の運営、管理

（補助先及び実施主体：　　）
　実施方法

指定管理者制度（中央・西部）により管理

手段

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

64



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

8,756

使用料及び賃借料

効率性 成果

3 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

8,756

目
的

対　　象 公民館利用者

（補助先及び実施主体：　　）

手段 空調、消防、防火設備等、設備老朽化による修理業務

利用者が安全、快適に利用できるよう施設の維持管理

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 公民館管理事業

（1）【基本事項】

主な事業等 公民館管理事業
施設維持管理業務

予算科目、事業コード

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

年間を通して各設備等の維持点検及び修繕を実施

（2）【計画】

１－９－５－３－２３２１
基本計画での位置付け
主な取り組み

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　木津川市シルバー人材センター　）

所　管
社会教育課
生涯学習係

（3）【実施】

決算額（千円）

コ
ス
ト

備考

内
訳

国庫補助

特定財源の詳細

府補助

4,686千円

その他特定財源

賃金
平成24年度
事業費内訳

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

需用費

826千円

741千円

事業量 事業費

2,214千円

達成度

2

名称

細事業

委託料

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：社会教育法（第５章）、木津川市公民館条例、木津川市公民館管理運営規則

他市の公民館設置状況
　城陽市　２館
　京田辺市　１館

一般財源

補助率(負担割合)

実施結果 公民館の各設備等の維持点検及び修繕を実施

目的・対象・
手段の妥当性

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

65



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

826 2,261

需用費

役務費

委託料

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

23

3

（4）【評価】

達成度

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

1,759千円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

コ
ス
ト

平成24年度
事業費内訳

（５）【備考】

根拠法令：社会教育法（第５章）、木津川市公民館条例、木津川市公民館管理運営規則

事業費

実
施
事
業
評
価

240千円

旅費 31千円

実施結果

229千円

公民館の開館日数　３０２日
利用者数　３５，２５４人

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細

事業量細事業

補助率(負担割合) 備考

市民が手軽に社会教育活動を行う場を提供すると共に、各サークルの研鑽と親睦の機会を提供
する。

（委託先又は指定管理者：木津川市シルバー人材センター）

一般財源

名称

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

市内３か所の公民館、加茂文化センター等にて、利用者に活動の場所を提供し、公民館サーク
ル連絡会を組織し、各サークルの育成を図る

貸館業務及び各サークルの自主性を基本に、公民館サークル連絡会事務局として調整を図る

全体事業の概
要

社会教育課
生涯学習係

公民館運営事業

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 公民館運営事業
予算科目、事業コード １－９－５－３－２３２５
基本計画での位置付け
主な取り組み
主な事業等

生涯学習の充実と施設環境の整備

（3）【実施】

826千円その他特定財源 公民館使用料

手段

所　管

（2）【計画】

事
業
の
概
要

1,435

目
的

対　　象 市民・公民館サークル

（補助先及び実施主体：　　）

決算額（千円）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

66



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

41 705 4,445

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

2

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

3,699

目
的

対　　象 学習意欲のある市民

　実施方法

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 公民館事業
予算科目、事業コード １－９－５－３－２３３７
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（委託先又は指定管理者：警備業者他）

目　　的

所　管

（2）【計画】
主な事業等 公民館事業

公民館講座、事業の実施

社会教育課
生涯学習係

公民館講座の企画・運営を行い、受講生が生涯にわたる学習課題を見つける手助けをする

手段 公民館サークル・講座等の公民館活動の実施

市民が、学習を通じて社会参加することにより、自らの生活・健康・人権に関する知識を吸収す
ると共に、受講生が年代・状況に応じた学習課題を見つけ、生活改善に役立てる

全体事業の概
要

コ
ス
ト

報償費

委託料

使用料及び賃借料

需用費

（補助先及び実施主体：　　）

補助率(負担割合) 備考

（貸付先：　　）

一般財源

その他特定財源 公民館講座等材料費受入

名称

細事業

決算額（千円）

特定財源の詳細

府補助 人権問題啓発事業費府補助金内
訳

国庫補助

41千円

事業量 事業費

705千円

1,972千円

3

1,604千円

156千円

671千円

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

平成24年度
事業費内訳

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：社会教育法（第５章）、木津川市公民館条例、木津川市公民館管理運営規則

実施結果
公民館講座数　５５講座　延べ実施回数　２２５回
延べ受講者数　３７４６人

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

67



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

89 11,959

5,752千円

5,142千円

  815千円

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

目的・対象・
手段の妥当性

所　管

名称

細事業

備考

89千円

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

事業費

委託料

（4）【評価】

達成度

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

賃借料

中央図書館の施設・設備の維持管理を実施した。
開館日数　２７７日実施結果

事業量

内
訳

国庫補助

府補助

一般財源

補助率(負担割合)

その他特定財源 図書館会議室等使用料

目
的

決算額（千円）

対　　象

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 中央図書館管理事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2350
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

生涯学習の充実と施設環境の整備

目　　的

事
業
の
概
要

中央図書館の施設保守管理

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

社会教育課
中央図書館

中央図書館の施設・設備

（貸付先：　　）

（3）【実施】

（補助先及び実施主体：　　）
　実施方法

中央図書館の施設保守管理

手段 施設・設備類の点検を行い、修繕の必要な箇所は早急に対応する

（５）【備考】

特定財源の詳細

コ
ス
ト

需用費

11,870

平成24年度
事業費内訳

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

68



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

2,984

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

3

決算額（千円）

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
加茂図書館

事業名 加茂図書館管理事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2351
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯学習の充実と施設環境の整備
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

目　　的 加茂図書館の施設保守管理

全体事業の概
要

加茂図書館の施設保守管理

手段 施設・設備類の点検を行い、修繕の必要な箇所は早急に対応する

　実施方法
（委託先又は指定管理者：大芳）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 加茂図書館の施設・設備

コ
ス
ト

一般財源

2,984

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

実施結果
加茂図書館の施設・設備の維持管理を実施した
開館日数　２７７日

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

3

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

69



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

3,911

2,586千円

1,229千円

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
山城図書館

事業名 山城図書館管理事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2352
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯学習施設の整備・充実
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

目　　的 山城図書館の施設保守管理

全体事業の概
要

山城図書館の施設保守管理

手段 施設・設備に目を配り、不備・不具合発生の際には速やかに対応する。

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 山城図書館の施設・設備

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

3,911

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費（千円）

需用費

委託料

実施結果 開館日数　２８２日

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：図書館法、木津川市図書館条例、木津川市図書館条例施行規則

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

70



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

85 157 19,761

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
中央図書館

事業名 中央図書館運営事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2354
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯学習の充実と施設環境の整備
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

目　　的
資料の収集･提供という図書館の基本サービスの一層の充実を図り、市民の生涯学習を支援す
る。

全体事業の概
要

「生涯学習の中核的施設」として市民の役に立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に図
書館サービスを推進する。

手段
資料の収集・貸出を中心に図書館サービスを推進する。お話会・講演会等の行事を開催し、図
書館の利用促進を図る。

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　図書館関係業者　）

（補助先及び実施主体：　　朗読サークルこだま）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市民及び木津川市在勤・在学・広域（相楽郡と井手町）の住民

コ
ス
ト

一般財源

19,519

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府自殺対策事業補助金 １０／１０ 85千円

全１回

その他特定財源 紛失図書弁償代 17千円

コピー代 140千円

小学校低学年用ブックリスト印刷費

事業費
おすすめ絵本リスト(0・1・2歳用・3・4・5歳用）印刷費 各800冊 134千円

2000冊 145千円

70千円
全１回 30千円

ブックトーク北畑博子さん講演会

南陽高校マジックショー公演

実施結果

新規購入蔵書冊数 5,986冊
貸出冊数 348,933冊   蔵書冊数　140,078冊
利用登録者数  25,423名(中央・加茂・山城図書館合計）
蔵書回転率  2.5回

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

71



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

100 8 13,594

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

3

決算額（千円）

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
加茂図書館

事業名 加茂図書館運営事業
予算科目、事業コード １－９－５－４－２３５５
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯学習の充実と施設環境の整備
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

目　　的
資料の収集・提供という図書館の基本サービスの一層の充実を図り、市民の生涯学習を支援す
る。

全体事業の概
要

「生涯学習の中核的施設」として市民の役に立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に図
書館サービスを推進する。分館的性格を生かし、地域のニーズにきめ細かく対応する。

手段 蔵書を充実し、市民の生涯学習を支援する。

　実施方法
（委託先又は指定管理者：図書館流通センター等）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市民及び木津川市在勤・在学・広域（相楽郡・井手町）の住民

コ
ス
ト

一般財源

13,486

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府自殺対策事業補助金 10/10 100千円

その他特定財源 コピー代 8千円

事業費

実施結果
新規購入図書冊数 3,512冊
貸出冊数 153,707冊　蔵書冊数 66,584冊
蔵書回転率　2.3回

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

3

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

72



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

85 29 11,150

備品購入費

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
山城図書館

事業名 山城図書館運営事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2356
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯学習施設の整備・充実
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

目　　的
資料の収集･提供という図書館の基本サービスの一層の充実を図り、市民の生涯学習を支援す
る。

全体事業の概
要

「生涯学習の中核的施設」として市民の役に立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に図
書館サービスを推進する。分館的性格を生かし、地域のニーズにきめ細かく対応する。

手段 様々な分野の資料の収集・提供、ホームページ等での広報により、利用の拡充を目指す。

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市民及び木津川市在勤・在学・広域（相楽郡・井手町）の住民

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

11,036

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府自殺対策事業補助金 10/10 85千円

その他特定財源 紛失図書弁償代 16千円

コピー代 13千円

事業費（千円）

需用費 1,582千円

役務費 154千円

委託料 622千円

3,887千円

実施結果

新規購入蔵書冊数 3,679冊
貸出冊数134,248冊   蔵書冊数　90,375冊
利用登録者数 （山城個人登録のみ）4,687 名
蔵書回転率  1.5回

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：図書館法、木津川市図書館条例、木津川市図書館条例施行規則

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

73



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

585

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

事務事業評価調査票

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

・京田辺市の移動図書館の実施状況
平成２４年度移動図書館巡回回数  ４４１回　・　巡回ステーション数　　２２か所
利用者人数　　４，２９２人　・　貸出冊数　　４６，４８２冊
 ・城陽市の移動図書館の実施状況
開館当初から実施なし

特記事項
（事業の沿革など）

・平成3年6月～　　移動図書館「いずみ号」運行開始（ふるさと創生事業）

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

車検代 180千円

実施結果
平成２４年度移動図書館巡回回数　２２５回　・　巡回ステーション数　１０か所
利用者人数　　３，４２９人　　・貸出冊数　　２０，３９９冊

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費
燃料費 138千円
修繕料 265千円

内
訳

国庫補助
府補助
その他特定財源

（3）【実施】

コ
ス
ト

決算額（千円）
一般財源

585

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

移動図書館車が市内を巡回することにより、図書館から離れた地域に住んでいる市民も等し
く図書館サービスを享受できるようにする。

全体事業の概要 中央図書館を拠点に、図書館からの遠隔地に移動図書館車を運行する。

手段 移動図書館サービスについて市民に周知を図り、利用の拡充を目指す

　実施方法
（委託先又は指定管理者：エヌシーバス㈱）
（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

主な取り組み 生涯学習の充実と施設環境の整備
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市民及び木津川市在勤・在学・広域（相楽郡と井手町）の住民ほか

目　　的

（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
中央図書館

事業名 車両管理事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2357
基本計画での位置付け

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

74



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

146

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
中央図書館

事業名 図書館協議会事業
予算科目、事業コード 1-9-5-4-2361
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯学習の充実と施設環境の整備
主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実

（2）【計画】

目　　的
木津川市立図書館長の諮問機関である木津川市立図書館協議会委員から図書館事業につい
て意見を求め、その意見を参考によりよい図書館運営を目指す。

全体事業の概
要

図書館協議会を年2回開催し、今後の図書館のあり方について委員から幅広く意見を求める。

手段 協議会を開催し、今後の市立図書館のあり方・将来像について、委員から意見を求める

　実施方法
（委託先又は指定管理者：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市民及び木津川市在勤・在学・広域（相楽郡と井手町）の住民

コ
ス
ト

一般財源

146

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

事業費

委員報酬 146千円

実施結果 委員数　９人　・　協議会開催回数　２回

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

75



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

　 2,239

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

2,239

目
的

対　　象 資料(古文書・行政・写真・民具・道具など)の保管と考古資料の保管及びホールの管理

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 文化財の公開･管理

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 文化財整理保管センター及び発掘調査事務所維持管理事業

予算科目、事業コード 1-9-5-5-    2385
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

地元南加茂台との関係で、貸しホールを1室運営しているが、定期的な使用が定着しており、大きな改修を
伴うまでは、現状のままで運営を継続する。

手段 文化財保整理保管センター、同分室、恭仁宮発掘調査事務所、埋蔵文化財収蔵庫（棚倉）の維持管理

埋蔵文化財に限らず、収集資料の保存管理が出来て、一般の閲覧や展示などの啓発活動も行う。平成２
２年度に開所した恭仁分室では恭仁宮跡に関する資料・情報を充実して展示する。

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：南加茂台シルバークラブ他）

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 　

事業量 事業費細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

管理センター分室（瓶原）は、恭仁宮跡等に関する遺物の展示やＤＶＤ放映を行い、年
間５，５００人を超える訪問者（観光客等）があった。

実施結果
平成２２年５月２１日文化財保整理保管センター分室を開館し瓶原まちづくり協議会に管理を委託した。引
き続き整理保管センター（南加茂台）、同分室（瓶原）の管理については各々南加茂台シルバークラブ及び
瓶原まちづくり協議会に管理を委託した。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

76



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

2,472 11,430

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

8,958

目
的

対　　象
史跡地等(恭仁宮跡・高麗寺跡・椿井大塚山古墳・石のカラト古墳など)内外の住民や農作業従
事者の方々と協力し、公有地の環境整備を進めることで、遺跡の保存と地域景観の両立を図
る。

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 文化財の公開・管理

歴史的文化的遺産の保全･活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 文化財公開管理事業
予算科目、事業コード 1-9-5-5- 2613
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

史跡内公有地については、本格的な史跡整備を行ったとしても、史跡地の環境にとって維持管
理は永久に避けられない。後はどのように地域住民の方々と協力して維持管理を行っていくか、
そのシステム造りが課題である。

手段 史跡等の環境整備及び環境維持活動

史跡地に隣接してお住まいの方や史跡地内で農作業に従事されている方々にとって、公有地の
荒廃はきわめて深刻な問題で、環境劣化に対する批判も強く、史跡保全のためにも環境維持活
動が不可欠である

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：シルバー人材センター他）

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 ２，４７２千円

その他特定財源

事業量 事業費細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

史跡地を環境整備することで、市内外の方々に文化財の保全と活用に関する理解を深
めていただいた。

実施結果
史跡公有地の除草・剪定・清掃、コスモス等花卉栽培を実施した。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

77



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

5,650

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

市内にある貴重な文化財は、木津川市の歴史を理解し、将来の文化の向上
発展の基礎をなすものです。地域の方々の支えの下、継承されてきた貴重な
文化財の保全に対し、助言と補助を行う。

実施結果
指定文化財の環境整備事業、国、府指定・登録文化財の維持管理、未指定・市指定の文化財の
修理等に各補助金を交付した。
市単独事業として祭礼行事や名勝の維持管理に補助金を交付した。

（4）【評価】

達成度

3

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

事業量 事業費

府補助

その他特定財源

平成２４年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし

予算科目、事業コード 1-9-5-5-       2621
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

文化財の保全は、適切に行なえば長期間に亘り現状を維持できるが、ある程度定期的なメンテナンスを必
要とする
一定期間を経過した場合に修理などの指導をすることで大規模な修理事業に至る期間を延ばし、必要最低
限の費用でより有効な事業の実施を目指す

（2）【計画】
主な事業等 文化財の公開･管理

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 指定等文化財修理等補助事業

（５）【備考】

事
業
の
概
要

5,650

目
的

対　　象 文化財所有者

（補助先及び実施主体：　文化財所有者　）

手段
指定等文化財の維持管理・保全・修理等に対する補助金の交付
民俗資料の保全事業の実施

国･府･市指定文化財及び未指定でも文化財価値の高いものを保全･保護していくもので、所有
者が実施する保全事業に対して、指導助言を行なうとともに、事業費の一部を補助する

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

78



　　平成 24 年度

4 3 1 2

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,691

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果
ふれあい文化講座を４回開催した。合計参加者数＝６７８人。
６つの文化財愛護団体に対して補助金を交付した。
展示会用に写真パネルの作成と展示台ケースを購入した。

（4）【評価】

達成度

3

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

事業量 事業費

府補助

その他特定財源

平成２４年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし

予算科目、事業コード 1-9-5-5-     2625
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

市内所在の文化財を理解してもらうための展示や広報、また各種講座(ふれあい文化講座など)
の開催。
６つの文化財愛護団体への補助

（2）【計画】
主な事業等 文化財保護の啓発

市民との連携による生涯学習の推進

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 文化財保護啓発事業

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,691

目
的

対　　象 木津川市民、来訪者

（補助先及び実施主体：　文化財愛護団体　）

手段 文化講座・講演会等の実施、文化財愛護団体への補助金交付

市内所在の文化財の紹介、保全修理などの調査、資料収集の保管等

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

79



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

415 1,514

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,099

目
的

対　　象 木津川市内各種文化財の保護

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 歴史的文化的遺産の保全と活用

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 文化財保護経常事業
予算科目、事業コード 1-9-5-5-2629
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

　木津川市文化財保護審議会等運営，全国史跡整備市町村協議会等での陳情等活動，京都府
文化財保護課・文化庁との連絡・調整業務，開発協議等指導業務，指定文化財等管理業務，各
種文化財行政事務，文化財指定協議等

手段 上記事業の実施

木津川市内各種文化財保護のために必要な各種基礎的経常的な業務を推進する

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 415千円

その他特定財源

事業量 事業費細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

旧町で実施した町史編纂作業により撮影した貴重な歴史フィルムを保護・
保存するため、デジタル化を行った。

実施結果
全国史跡整備市町村協議会等での要望等活動，京都府文化財保護課・文化庁との連絡・調整
業務，開発協議等指導業務，指定文化財等管理業務，各種文化財行政事務，文化財指定協議
を実施した。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

80



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

3,375 4,729

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,354

目
的

対　　象 木津川市民，木津川市来訪・観光客

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 史跡高麗寺跡の整備

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 高麗寺跡史跡整備事業
予算科目、事業コード １－９－５－５　　２６３３
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

　平成17年度からの基礎調査を経て、平成２２年度以降に約６，６００㎡の史跡公園整備を行う

手段 基礎発掘調査の実施，史跡整備委員会の開催

　木津川市民としてのアイデンティティの確保と郷土愛の醸成を目的とし、歴史学習・体験活動
の拠点とするとともに、史跡の保全と文化・観光資源としての活用を図るために史跡公園整備を
行う

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：コンサルタント業者）

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助 国宝重要文化財等保存整備費国庫補助金 50% 2,500千円

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 25% 1,250千円

その他特定財源

事業量 事業費細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

　平成14年、『史跡高麗寺跡保存活用計画策定報告書』（京都府山城町文化財保存管
理計画策定報告書第１集）において史跡整備方針・構想を公表。合併による引継事
項。

　近隣では、城陽市の森山遺跡，正道官衙遺跡等の史跡整備事例がある

実施結果
高麗寺跡の整備に係る実施設計・施工及び工事を実施。平成２４年１２月２１日（金）に第１回高
麗寺跡史跡整備委員会を開催した。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

81



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

108,630 23,400 148,570

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

16,540

目
的

対　　象 木津川市民、来訪者、観光客

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 史跡等の公有地化･整備

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 史跡等買上事業
予算科目、事業コード 1-9-5-5-     2637
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

史跡恭仁宮跡の広大な史跡地を遺構の分布によって３種に区分し、大極殿跡など中心部分を第
1種保存地区、周辺官衙地区を第２種、官衙地区でも集落地区を第３種として区分。第1種保存
地区を計画的な買上げ対象範囲としている。奈良山瓦窯跡鹿背山瓦窯跡（一部）を公有化した。

手段
史跡指定地の公有化の推進（史跡恭仁宮跡、奈良山瓦窯跡鹿背山瓦窯跡（一部）を公有化し
た。）

史跡の保存を目的に、地権者に対して一定の行為の制限を行なっている。これに対して、その
補償措置として制限を加えた土地の買収を行なうことで、遺跡を護ることを目的とする。

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト 地方債 史跡周辺用地取得事業債

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助 史跡公有化事業費国庫補助金 80% 96,560千円

府補助 史跡公有化事業費府補助金 10% 7,999千円

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 　　　　　　　　　　　10% 4,071千円

23,400千円

事業量 事業費細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

昭和５５年度、史跡恭仁宮跡（第１種保存地区）公有化開始。平成２２年度から
平成２４年度の３箇年で史跡奈良山瓦窯跡（鹿背山瓦窯跡）の公有化を実施。

実施結果
史跡恭仁宮跡第１種保存地区内の宅地等４筆２，７４５．１０㎡の取得（４９，３３９千円）と建物補
償（１棟）（３０，６５２千円）を行った。史跡奈良山瓦窯跡鹿背山瓦窯跡２，３４４．２４㎡を公有化
した（６６，８１１千円）。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

82



　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

6,000 6,000

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

　

目
的

対　　象 宗教法人浄瑠璃寺

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等 受託による遺跡発掘調査

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 発掘調査等受託事業
予算科目、事業コード 1-9-5-5  -    ２６４５
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

　平成２２年度から平成２６年度までの５年度を要して庭園の保存修理事業を実施する。平成２３
年度から３箇年で発掘調査を実施する。

手段

史跡・特別名勝浄瑠璃寺庭園保存改修事業を実施するにあたり庭園内の発掘調査を受託し実
施する。

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

　名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 受託事業収入（浄瑠璃寺） 6,000千円

事業量 事業費細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

達成度

3

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

本庭園、昭和５１年に保存改修整備を実施されたもので、３５年以上の経過と
ともに庭園の荒廃や石組みの毀損等が認められることから、保存修理のため
に発掘調査を実施。最終的には、庭園の保存修理方針を得ることが目的であ
る。

実施結果
　平成２４年度、庭園池周辺の発掘調査を実施した。平成２４年９月８日（日）浄瑠璃寺庭園発掘
調査成果現地説明会を開催した。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

1 1 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

6,000 8,278

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

所　管

細別なし

文化財緊急保存費補助金金

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

馬場南遺跡の史跡指定に向け、報告書等の作成準備を進めている。鹿背山
城跡発掘調査については平成２０年度から平成２５年度まで概ね６年度を要し
て実施予定。

実施結果
鹿背山城跡発掘調査委員会を２回（平成２４年８月１６日（木）、平成２５年２月２８日（木））を開催し、発掘調
査場所の検討と発掘調査の成果を審議。馬場南遺跡発掘調査委員会を平成２４年１２月２１日（金）に開催
し、史跡名称及び史跡指定範囲について審議。恭仁小学校耐震補強工事に係る発掘調査の実施。

（4）【評価】

達成度

2

事業量 事業費細事業

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

一般財源

補助率(負担割合) 備考名称
国宝重要文化財等保存整備費国庫補助金 50% 4,000千円

25%府補助

その他特定財源

国庫補助

決算額（千円）

2,000千円

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　）

特定財源の詳細

（3）【実施】

コ
ス
ト

平成２４年度
事業費内訳

内
訳

予算科目、事業コード １－９－５－５-　　２６４９
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

合併前の旧加茂・山城町で継続実施していた本事業を市内全域で展開
市内での均質な埋蔵文化財保護行政実現に向けて経常的実施を予定

（2）【計画】
主な事業等 遺跡発掘調査

歴史的文化的遺産の保全と活用

社会教育課
文化財保護室

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 市内遺跡発掘調査事業

（５）【備考】

事
業
の
概
要

2,278

目
的

対　　象 市内の重要遺跡箇所

（補助先及び実施主体：　　）

手段 市内遺跡の発掘・保存確認調査、出土遺物の保存化学処理、遺跡の現地説明会の実施

　木津川市内重要遺跡の開発に備えた保存のための範囲・内容確認調査や史跡の現状変更に
対応した確認調査，出土遺物等の保存科学処理，開発指導のための遺跡の詳細分布調査を実
施し、市内埋蔵文化財等の保護を行うとともに、現地説明会等の公開を通して文化財保護思想
の普及・啓発を行う

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

649 1,863

補償、補填及び賠償金

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

3

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市青少年センター、木津川市青少年センター条例施行規則

実施結果 通常の貸館業務の他、施設不備による賠償を行った。

（4）【評価】

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

15千円

61千円

達成度

2

事業量 事業費

994千円

委託料 762千円

細事業

その他特定財源 青少年センター使用料 649千円

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細

コ
ス
ト

需用費

使用料及び賃借料

平成24年度
事業費内訳

一般財源

名称

施設管理と貸館

青少年の健全な育成と住民相互の連帯を育てる

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　ふるさと案内人かも　）

決算額（千円）

１－９－５－６－２３９７
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

施設維持管理及び貸館業務

手段

主な事業等 青少年センター運営事業
施設維持管理及び貸館業務

社会教育課
生涯学習係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 青少年センター運営事業
予算科目、事業コード

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,214

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

17,609

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価 2

2

舞台運営業務委託料

実施結果 開館日数　292日、延べ利用者数　92,424名

（4）【評価】

総
合
評
価

7,206千円

目的・対象・
手段の妥当性

2,598千円

達成度

3,844千円

駐車場賃借料

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

事業量 事業費

国庫補助

府補助

細事業

名称

光熱水費

手段 施設運営

（補助先及び実施主体：　　）

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：(有)京都舞台照明家クラブ　）

決算額（千円）

その他特定財源

備考

内
訳

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 加茂文化センター運営事業
予算科目、事業コード 01-09-05-07-2405
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

主な事業等 図書館など教育・文化施設の充実
生涯学習の充実と施設環境の整備

目　　的
市民の文化活動に寄与し、生活の向上と文化芸術の普及振興を図ると同時に、住民の交流、自
治活動の拠点と為す

事
業
の
概
要

社会教育課
生涯学習係

所　管

目
的

対　　象 木津川市民及び近隣住民

（貸付先：　一般利用者ほか　）

（2）【計画】

（3）【実施】

　実施方法

コミュニティセンターとしての機能を維持しつつ、市民の文化的利用要求に応じたサービスを可
変的に提供する    なお、期間は2037年（施設減価償却期間）を目途とする

（５）【備考】

特定財源の詳細

コ
ス
ト

17,609

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合)

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

4,756 15,795

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

所　管

主な取り組み

決算額（千円）

建築・設備の維持管理

対　　象 文化センター利用者

（2）【計画】
主な事業等 図書館など教育文化施設の充実

建物および施設の設備の充実を図る

全体事業の概
要

社会教育課
生涯学習係

生涯学習の充実と施設環境の整備

目　　的

（５）【備考】

事
業
の
概
要

11,039

目
的

建築設備及び館内機会設備の維持管理と更新

（委託先又は指定管理者：　施設管理業者　）

手段

（貸付先：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 加茂文化センター管理事業
予算科目、事業コード １－９－５－７－２４１３
基本計画での位置付け

（1）【基本事項】

国庫補助

　実施方法

府補助

（補助先及び実施主体：　　）

その他特定財源 加茂文化センター使用料

10,487千円

一般財源

補助率(負担割合) 備考

細事業

特定財源の詳細

施設管理委託

名称

事業量 事業費

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

2

2

目的・対象・
手段の妥当性

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果 施設や設備の機能が損なわれないように舞台設備の保守を行った。

（4）【評価】

達成度

総
合
評
価

加茂文化センター備品使用料 485千円

合計 485千円

4,271千円

（3）【実施】

内
訳

コ
ス
ト

清掃委託 2,827千円
平成24年度
事業費内訳

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,388 2,649

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
社会教育課
生涯学習係

事業名 加茂文化センター自主公演事業
予算科目、事業コード 1-9-5-7-2421
基本計画での位置付け
主な取り組み 生涯活動の充実と施設環境の整備
主な事業等 加茂文化センター自主公演事業

（2）【計画】

目　　的 多くの市民が参加できる特色ある文化育成事業の展開を図る。

全体事業の概
要

市民ニーズに適合した公演を実施する

手段 市民ニーズの把握による自主公演事業の企画と集客につながる情報提供

　実施方法
（委託先又は指定管理者：株式会社よしもとクリエイティブ・エージェンシー　　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津川市民及び近隣住民

コ
ス
ト

決算額（千円）

一般財源

1,261

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 加茂文化センター入場料 1,388千円

事業費

運営業務委託料 125千円

警備委託料 20千円

自主公演委託料 2,500千円

実施結果
市制施行5周年を記念した「よしもとお笑いライブスペシャル」を開催
入場者数は、2部公演で592名(1部350人、2部242人)

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

88



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

19,759 15,633

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

(4,126)

目
的

対　　象 文化・健康・資格に関する学習機会を求める市民

（補助先及び実施主体：　　）

手段 多種多様な教室を開設し、市民要求に対応する

多忙な方にも住まいの近くで気軽に受講できるよう提供し、芸術文化の向上を図る

（2）【計画】
主な事業等 文化教室事業

生涯活動の充実と施設環境の整備

社会教育課
生涯学習係

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 文化教室事業
予算科目、事業コード 1-9-5-7-2425
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

市民ニーズに適合した文化講座等を開講する
全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

印刷製本費（文化教室発表会チラシ）

文化教室委託料

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 加茂文化センター受講料 19,759千円

通信運搬費（パソコン教室） 週３日開講 97千円

事業量 事業費

25講座開設 15,499千円

38千円

（4）【評価】

達成度

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果
25講座を開設。年間受講者延べ375人、受講料収入19,758,400円で、文化教
室事業費支出額15,632,723円と比較して4,125,677円の収益確保となった。24
年は、昨今の健康志向ブームから気功太極拳を新設した。

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

89



　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

412 277

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

(135)

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）

手段 プラネタリウム投影及び資料展示

天体観測を通して創造性豊かな青少年の育成を図る

（2）【計画】
主な事業等 プラネタリウム館事業

生涯学習の充実と施設環境の整備

社会教育課
生涯学習係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 プラネタリウム館事業
予算科目、事業コード １－９－５－８－２４３７
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

プラネタリウム投影及び資料展示
全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

報償費

使用料及び賃借料

平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 プラネタリウム館事業参加料 412千円

需用費 198千円

事業量 事業費

5千円

68千円

（4）【評価】

達成度

2

3

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市加茂プラネタリウム館条例、木津川市加茂プラネタリウム館条例施行規則

城陽市：プラネタリウム（文化パルク城陽・コスモホール）

実施結果 一般観覧者の減少を補うため、主催事業を増やし、参加者の増加を図った。

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

816 9,509

使用料及び賃借料

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

8,693

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）

プラネタリウム投影及び資料展示

（2）【計画】
主な事業等 プラネタリウム館運営事業

生涯学習の充実と施設環境の整備

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 プラネタリウム館運営事業
予算科目、事業コード １－９－５－８－２４４５
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

プラネタリウム投影及び資料展示

手段

天体観測を通して創造性豊かな青少年育成を図る

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：施設管理業者他　）

決算額（千円）

特定財源の詳細 補助率(負担割合) 備考

コ
ス
ト

賃金

委託料

平成24年度
事業費内訳

一般財源

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源 プラネタリウム館使用料 816千円

需用費 2,588千円

事業量 事業費

3,273千円

196千円

3,250千円

一般投影観覧者の減少を補うため、学校・園以外への団体投影・学習投影の広報を行い、観覧
者の増加を目指した。

（4）【評価】

達成度

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

社会教育課
生涯学習係

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市加茂プラネタリウム館条例、木津川市加茂プラネタリウム館条例施行規則

城陽市；ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ（文化パルク城陽・コスモホール内）
木津川市；きっづ光科学館「ふぉとん」原子力研究開発機構
奈良市；ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ「ｷｯｽﾞﾄﾞｰﾑｼｱﾀｰ」（奈良市教育センター内）

実施結果

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

5,403 9,994

山の家使用料

青少年育成施設使用料

委託料

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

事業量 事業費

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市青少年育成施設条例、木津川市青少年育成施設条例施
行規則、京都府加茂青少年山の家管理規程

城陽市・京田辺市に類似施設なし
和束町：青少年山の家

実施結果
開館日数　307日　利用者人数　9,086人　宿泊者数　810人
屋外掲示板の更新を行った。

（4）【評価】

達成度

2

4,338千円

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

コ
ス
ト

3,206千円

需用費 1,574千円

245千円

3,333千円

名称 補助率(負担割合) 備考

2,070千円

特定財源の詳細

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

賃金

役務費

一般財源

平成24年度
事業費内訳

細事業

決算額（千円）

　実施方法

宿泊施設及びテニスコート、ゲートボール場の運営管理

手段 宿泊施設及びテニスコート、ゲートボール場の運営管理

青少年教育を目的とした利用者に快適な教育施設の提供の場とする

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：シルバー人材センター他　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 山の家運営管理事業
予算科目、事業コード １－９－５－９－２４４９　
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 施設管理と貸出業務

生涯学習の推進と環境づくり

社会教育課
生涯学習係

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

4,591

目
的

対　　象 施設の宿泊者及び利用者

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 1 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

0 47,095

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（4）【評価】

達成度

2

目的・対象・
手段の妥当性

決算額（千円）

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

根拠法令：木津川市山城総合文化センター条例、木津川市山城総合文化センタ条例
施行規則、木津川市都市公園条例、木津川市都市公園条例施行規則、木津川市やす
らぎタウン山城プール条例、木津川市やすらぎタウン山城プール条例施行規則

城陽市：文化パルク城陽
京田辺市：なし

実施結果

不動川公園の多目的広場とテニスコートの年間利用延べ人数は、55,468人、上狛駅東公園のテ
スニコートの年間利用延べ人数は、80,455人。山城プールの年間利用延べ人数は、21,739人
スポーツ振興事業として、水泳教室、テニス教室、ジュニアテニス教室、フットサル教室や、サン
ガF.C.による子どもサッカー教室を開催。
文化振興事業として、ホールでは13事業、文化交流教室22教室、スポーツ交流教室9教室を開
催した。文化センターの年間利用延べ人数は51,095人。

コ
ス
ト

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

2

その他特定財源

47,062千円

事業量 事業費

委託料

特定財源の詳細

内
訳

平成24年度
事業費内訳

府補助

細事業

備考補助率(負担割合)

一般財源

国庫補助

　実施方法

名称

手段 指定管理者制度により適正な施設の管理・運営を行う

山城総合文化センター、やすらぎタウン山城プール、不動川公園、上狛駅東公園の運営・管理

（3）【実施】

（委託先又は指定管理者：財木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団　）

（貸付先：　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（2）【計画】
主な事業等

予算科目、事業コード １－９－５－９－3393

生涯学習の充実と施設環境の整備

社会教育課
生涯学習係

所　管

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 山城総合文化センター等管理運営事業

主な取り組み
基本計画での位置付け

（1）【基本事項】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

47,095

目
的

対　　象

全体事業の概
要

経費の削減及び利用者利便性の向上

指定管理者制度により指定管理者に委託

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,592

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,592

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）

手段
スポーツ教室・陸上教室・ジュニアドッチボール大会・ニュースポーツを楽しむ日・木津川市内外
団体からの依頼事業

市民のスポーツ振興のための組織の育成及び指導を行う

（2）【計画】
主な事業等 生涯スポーツの振興

スポーツ振興法に基づくスポーツ振興

社会教育課
社会体育係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 スポーツ推進委員事業
予算科目、事業コード １－９－６－１－２４６１
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

スポーツ推進委員による市民へのニュースポーツ等の指導
全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成２４年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

その他特定財源

事業量 事業費

（4）【評価】

達成度

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

城陽市：スポーツ推進委員25名（定数25名）
京田辺市：スポーツ推進委員17名（定数20名）
八幡市：スポーツ推進委員24名（定数24名）
宇治市：スポーツ推進委員40名（45名）

実施結果

スポーツ推進委員27人（定数40名）・スポーツ推進委員会議10回
山城地方女性委員会会議4回　常任理事会1回　理事会1回　研修会4回
京都府スポーツ推進委員研究大会「南丹市」　近畿スポーツ推進委員研究協議会「京丹後市」
自主事業9回（ジュニアドッチ2回・ニュースポーツ2回・小学生陸上教室2回・研修会3回）
依頼事業へ派遣9回

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,078

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

決算額（千円）

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

総
合
評
価

達成度

2

消耗品費

実施結果 社会体育施設の予約受付件数２０，０４１件（学校教育施設以外）

（4）【評価】

2

764千円

1千円

24千円通信運搬費

事業量 事業費

15千円

細事業

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

その他特定財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助

特定財源の詳細

コ
ス
ト

普通旅費

修繕料

平成２４年度
事業費内訳

一般財源

名称

　実施方法

社会体育施設の円滑な予約管理

手段 施設利用者の予約事務

社会体育施設の円滑な予約管理

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 社会体育事務事業
予算科目、事業コード １－９－６－１－２４６５
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（2）【計画】
主な事業等 生涯スポーツの振興

スポーツ活動の促進

社会教育課
社会体育係

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

1,078

目
的

対　　象 市民

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

目　　的

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付

95



　　平成 24 年度

4 3 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

336

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

事
業
の
概
要

（2）【計画】

一般財源

市民

336

夏休み期間に小学校のプールを一般開放する。

全体事業の概
要

（補助先及び実施主体：　　）

目　　的

１－９－６－１－２４６９
基本計画での位置付け
主な取り組み

（3）【実施】

スポーツ活動の促進

（委託先又は指定管理者：  ）

目
的

対　　象

所　管

夏休み学校プール一般開放

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 生涯スポーツ振興事業
予算科目、事業コード

（1）【基本事項】

社会教育課
社会体育係

主な事業等 生涯スポーツの振興

　実施方法

夏休み学校プール一般開放

手段

内
訳 その他特定財源

国庫補助

（貸付先：　　）

特定財源の詳細

府補助

補助率(負担割合) 備考

決算額（千円）

コ
ス
ト

細別なし
平成24年度
事業費内訳

名称

事業量 事業費

2

目的・対象・
手段の妥当性

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

旧木津町地域に、一般市民が利用できるプールがないことから、学校施設を、
一般開放に供してきた。
※加茂・山城地域には社会教育施設としてのプールが存在する。

八幡市・宇治田原町：学校プールの一般開放はない。

（５）【備考】

実施結果

昨年度は、プール開放は８回
木津小学校プール開放日2日（利用者41人:2日間とも開園早々雷注意報発令）
相楽台小学校プール開放日2日（利用者33人:2日間とも開園早々雷注意報発令）
木津川台小学校プール開放日2日（利用者284人）
梅美台小学校プール開放日2日（利用者202人）

（4）【評価】

達成度

2総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

8,895

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

実施結果

体育協会（22競技団体152チーム2,144人）
スポーツ少年団（27単位団967人）
京都府民総合体育大会（12/26位）
市民運動会補助金（木津川市体育協会）

（4）【評価】

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

1団体 4,200千円

1団体 990千円スポーツ少年団補助金

達成度

事業量 事業費

1団体 1,882千円

府民総合体育大会補助金 1回 1,823千円

細事業

その他特定財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助コ
ス
ト

市民運動会補助金

体育協会補助金

平成24年度
事業費内訳

一般財源

名称

補助団体を自主運営できる団体に指導助言育成する

市民にスポーツする環境提供

全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

決算額（千円）

１－９－６－１－２４７３
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

社会体育関係団体等の活動における協働・支援

手段

主な事業等 市民大会企画運営
団体補助金

社会教育課
社会体育係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 社会体育振興事業
予算科目、事業コード

所　管

（3）【実施】

（５）【備考】

事
業
の
概
要

8,895

目
的

対　　象 市民及び社会体育関係団体等

（補助先及び実施主体：社会教育関係団体等　　）

（2）【計画】

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 3 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

406 16,944 32,952

効率性 成果

2 2

緊急性・
必要性

2

（５）【備考】

事
業
の
概
要

15,602

目
的

対　　象 施設利用者

（補助先及び実施主体：　　）

手段 老朽化している為大規模改修が必要

社会体育施設の適正な施設管理

（2）【計画】
主な事業等

スポーツ活動の促進

社会教育課
社会体育係

事務事業評価調査票

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度
事業名 体育施設管理事業
予算科目、事業コード １－９－６－２－2477
基本計画での位置付け
主な取り組み

（1）【基本事項】

（貸付先：　　）

目　　的

　実施方法

社会体育施設の適正な施設管理
全体事業の概
要

（委託先又は指定管理者：　　）

（3）【実施】

決算額（千円）

特定財源の詳細

コ
ス
ト

細別なし
平成24年度
事業費内訳

一般財源

補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 京都府市町村未来づくり交付金 406千円

その他特定財源 体育施設等使用料 16,944千円

事業量 事業費

（4）【評価】

達成度

2

2

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

所　管

名称

細事業

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

多数の体育施設が市内に散在するため、長期計画を持って維持管理を行って
行く必要性がある。

実施結果

施設老朽化等による修繕の実施
スポセンアリーナ照明復旧工事　483千円
木津グラウンド法面補強工事　630千円　木津グラウンドネットフェンス延長工事　598千円
赤田川グラウンド浄化槽改修工事　702千円

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

48,965

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

決算額

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課

木津学校給食センター

事業名 木津学校給食センター管理事業
予算科目、事業コード 1-9-6-3-2494
基本計画での位置付け
主な取り組み 教育施設の充実・子どもの可能性を伸ばす教育の推進

主な事業等 学校給食ｾﾝﾀｰの改修・整備、地産地消の推進

（2）【計画】

目　　的 給食環境の整備を進め、学校給食を生きた教材として食育の推進を図る。

全体事業の概
要

安全安心な給食の提供、給食費の適正な運営・管理を行う。市として統一したアレルギー対応マ
ニュアルの作成。地元産利用割合を５％以上増加させる。

手段 センターの管理運営

　実施方法
（委託先又は指定管理者：シルバー人材センター）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津地域　２園、５小学校、３中学校、児童、生徒、職員　４，１４１人

コ
ス
ト

一般財源

48,965

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 　

その他特定財源

事業費

調理員等雇用経費 8,733千円

保守点検及び施設管理等委託料 7,192千円

実施結果 給食実施１９１回（最大）、給食実施人員　４，１４１人

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

市内児童・生徒数が増加傾向にある中で、既設の施設能力及び食数の動向について検討する
必要がある。

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

15,768

効率性 成果

2 3

緊急性・
必要性

3

決算額

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課

木津学校給食センター

事業名 山城学校給食センター管理事業
予算科目、事業コード 1-9-6-3-2496
基本計画での位置付け
主な取り組み 教育施設の充実・子どもの可能性を伸ばす教育の推進

主な事業等 学校給食ｾﾝﾀｰの改修・整備、地産地消の推進

（2）【計画】

目　　的 給食環境の整備を進め、学校給食を生きた教材として食育の推進を図る。

全体事業の概
要

安全安心な給食の提供、給食費の適正な運営・管理を行う。市として統一したアレルギー対応マ
ニュアルの作成。地元産利用割合を５％以上増加させる。

手段 センターの管理運営

　実施方法
（委託先又は指定管理者：シルバー人材センター）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 山城地域　２小学校、１中学校、高の原幼稚園、園児、児童、生徒、職員　９４４人

コ
ス
ト

一般財源

15,768

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

内
訳

国庫補助

府補助 　

その他特定財源

事業費

給食配送車運転業務委託料 2,654千円

実施結果 給食実施１９１回（最大）、給食実施人員９４４人

平成24年度
事業費内訳

細事業 事業量

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

2

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

3

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

市内児童・生徒数が増加傾向にある中で、既設の施設能力及び食数の動向について検討する
必要がある。

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接）

貸付
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　　平成 24 年度

4 2 2 1

平成 24 年度

国庫・府補助 その他特定財源 地方債 事業費合計

1,113 101,836

効率性 成果

3 3

緊急性・
必要性

3

事務事業評価調査票
（1）【基本事項】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年度

所　管
学校教育課

加茂学校給食センター

事業名 加茂学校給食センター管理事業
予算科目、事業コード 1-9-6-3-3427
基本計画での位置付け
主な取り組み 学校給食の提供・食育事業の推進
主な事業等 学校給食ｾﾝﾀｰの改修・整備、地産地消の推進

（2）【計画】

目　　的 給食環境の整備を進め、学校給食を生きた教材として食育の推進を図る。

全体事業の概
要

安全安心な給食の提供、給食費の適正な運営・管理を行う。市として統一したアレルギー対応マ
ニュアルの作成。地元産利用割合を３５％以上にする。

手段 センターの管理運営

　実施方法
（委託先又は指定管理者：㈱東洋食品　　）

（補助先及び実施主体：　　）

（貸付先：　　）

（3）【実施】

事
業
の
概
要

目
的

対　　象 木津地域　２小学校、加茂地域１中学校、３小学校、児童、生徒、職員　２，７７５人

コ
ス
ト

決算額

一般財源

100,723

特定財源の詳細 名称 補助率(負担割合) 備考

1,113千円内
訳

国庫補助

府補助 京都府市町村未来づくり交付金

その他特定財源

平成２４年度
事業費内訳

細事業 事業量 事業費

給食調理業務委託料 51,895千円

給食配送業務委託料 16,997千円

実施結果 給食実施１９１回（最大）、給食実施人員２，７７５人

（4）【評価】

総
合
評
価

3：良好
2：普通
1：好ましくない

実
施
事
業
評
価

達成度

3

継
続
性
評
価

目的・対象・
手段の妥当性

2

（５）【備考】

備
　
考

比較参考値
(他自治体での類
似事業の例など）

特記事項
（事業の沿革など）

市内児童・生徒数が増加傾向にある中で、既設の施設能力及び食数の動向について検討する
必要がある。

0

1

2

3
達成度

効率性

成果
目的・対象・

手段の妥当性

緊急性・

必要性

評価結果

直接実施

委託業務又は指定管理

補助金（直接・間接

貸付
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　教育委員会事務局

文化財保護室

社会教育課 生 涯 学 習 係

学 校 教 育 係

教育施設整備室

学 務 係

                                         教育施設整備室　（0774）75-1231　（直通）

                             郵便番号　　619-0286

                             電    話　　（0774）72-0501　㈹

社 会 体 育 係

 （２）組織

                                         文化財保護室　  （0774）75-1232　（直通）

 （１）所在地　　　　京都府木津川市木津南垣外110番地9

                             Ｆ Ａ Ｘ  　（0774）73-2566

                                         社会教育課　 　 （0774）75-1233　（直通）

                                         学校教育課　　　（0774）75-1230　（直通）

学校給食センター

教 育 長 教育部 学校教育課 教 育 総 務 係
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教育長　　　　　　　１名
教育部長　　　　　 １名
教育部理事　　　　3名
教育部次長　　　　１名

課長 課長補佐 係　名　等 係長 
教育総務係 １ 主 任 2

主 査 1
主 任 1
主 任 1
主 事 1

学校教育指導主事 嘱 託 3
英語指導助手 嘱 託 3
適応指導教室 嘱 託 1

主 任 2
技 師 1
主 任 1
嘱 託 10
主 査 1
嘱 託 4

加茂学校給食センター 嘱 託 1
教 諭 6
嘱 託 3
教 諭 4
嘱 託 2
教 諭 5
嘱 託 3

小学校１２校
中学校５校

主 査 1
主 任 2
主 事 1
主 任 1
主 査 1

社会教育指導員 嘱 託 5
主 任 1
主 事 1
嘱 託 1
主 任 3
嘱 託 3

加茂図書館 担当係長1 嘱 託 2
山城図書館 担当係長1 嘱 託 2

主 査 2
嘱 託 2

山城総合文化センター
中央交流会館
西部交流会館
東部交流会館
南加茂台公民館 嘱 託 1
瓶原公民館 嘱 託 1
当尾公民館 嘱 託 1
加茂青少年山の家 嘱 託 1
加茂プラネタリウム館 嘱 託 1
加茂青少年センター
中央体育館
市民スポーツセンター
加茂体育館
やすらぎタウン山城プール

※（　）内は兼務職員数

中央図書館

社 会 教 育 課

1

木津学校給食センター

所長１
主幹（加茂
学校給食セ
ンター所長

兼務）１

木津学校給食センター

図書館 館長１

    社会体育係 (1)

　　文化財保護室 室長１ (1)

(1)

1

高の原幼稚園 園長1 教頭１

園長1 教頭１

1学校教育係1

1

相楽幼稚園

生涯学習係

木津幼稚園 園長1

2

山城学校給食センター

教頭１

（３）職員配置（平成24年４月１日現在）

課　名　等 係  員

　　教育施設整備室 1

    学務係 （１）

加茂文化センター （1）

学 校 教 育 課 課長1

室長１
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（４）事務分掌 

 ア 学校教育課 

 教育総務係 

 ① 教育委員会及び教育部の庶務に関すること。 

 ② 教育委員会の会議に関すること。 

 ③ 教育委員に関すること。 

 ④ 公印の保管に関すること。 

 ⑤ 教育委員会の基本的政策の企画立案及び総合調整に関すること。 

 ⑥ 公文書の保管その他文書に関すること。 

 ⑦ 表彰、叙勲及び寄付受納に関すること。 

 ⑧ 京都府教育委員会その他関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑨ 教育委員会の職員（府費負担教職員を除く。）の人事、給与及び福利厚生等に関すること。 

 ⑩ 教育委員会規則等の公布等に関すること。 

 ⑪ 教育委員会所掌に係る歳入歳出予算及び決算に関すること。 

 ⑫ 教育費の調査及び統計に関すること。 

 ⑬ 後援申請に関すること。 

 ⑭ 教育委員会に係る教育行政の相談に関すること。 

⑮ 公用車の管理に関すること。 

⑯ その他教育部における課に属さない事項等の処理に関すること。 

⑰ 課の庶務に関すること。 

 

 学務係 

 ① 学校の組織編成に関すること。 

 ② 通学区域に関すること。 

 ③ 児童生徒の安全に関すること。 

 ④ 学齢簿の編成及び整備に関すること。 

 ⑤ 児童生徒の就学並びに入学、転学及び退学に関すること。 

 ⑥ 児童生徒の就学猶予又は免除に関すること。 

 ⑦ 児童生徒の指定学校の変更及び区域外就学に関すること。 

 ⑧ 小学校及び中学校に係る予算・決算の執行管理に関すること。 

 ⑨ 就学時健康診断に関すること。 

 ⑩ 府費負担教職員の人事、給与等に関すること。 

 ⑪ 府費負担教職員の研修に関すること。 

 ⑫ 市立小学校及び中学校の設置及び廃止に係る事務に関すること。 

 ⑬ 所掌に係る調査及び基幹統計に関すること。 

 ⑭ 市立幼稚園の設置及び廃止に係る事務に関すること。 

 ⑮ 市立幼稚園に係る予算・決算の執行管理に関すること。 

 ⑯ 市立幼稚園の使用料に関すること。 

 ⑰ 市立幼稚園児の入退園に関すること。 

 ⑱ 市立幼稚園の通園バスの運行・管理等に関すること。 

 ⑲ 市立幼稚園の教材備品の管理に関すること。 

 ⑳ 市立・私立幼稚園の補助に関すること。 

 ○21  その他学務に関すること。 
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学校教育係 

 ① 児童生徒の保健及び健康診断に関すること。 

 ② 教育課程及び学習指導に関すること。 

 ③ 人権教育、特別支援教育等に関すること。 

 ④ 人権教育等の教育関係補助金に関すること。 

 ⑤ 就学指導委員会に関すること。 

 ⑥ 教科書採択及び教科書無償給与に関すること。 

 ⑦ 市立小学校及び中学校の教材備品の管理及び取り扱いに関すること。 

 ⑧ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。 

 ⑨ 外国語指導助手に関すること。 

 ⑩ 学校評議員及びスクールボランティアに関すること。 

 ⑪ 就学奨励費に関すること。 

 ⑫ 就学援助に関すること。 

 ⑬ 育英資金・高等学校奨学金に関すること。 

 ⑭ 教育相談に関すること。 

 ⑮ 児童・生徒の基礎学力向上に関すること。 

 ⑯ その他学校教育に関すること。 

 

学校給食センター 

① 学校給食センターの設置、管理及び運営に関すること。 

 ② 学校給食に関すること。 

 

教育施設整備室 

 ① 教育財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関すること。 

 ② 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設台帳に関すること。 

 ③ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設に係る調査に関すること。 

 ④ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の建設計画に関すること。 

 ⑤ 市立幼稚園、小学校及び中学校の新設及び改修に関すること。 

 ⑥ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の管理及び営繕に関すること。 

 ⑦ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の用途廃止に関すること。 

 ⑧ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の防災に関すること。 

 ⑨ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設（通学路を含む。）の環境整備に関すること。 

 ⑩ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の備品管理に関すること。 

 ⑪ 市立幼稚園、小学校及び中学校の設備に関すること。 

 ⑫ 市立幼稚園、小学校及び中学校の使用許可に関すること。 

 ⑬ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の国庫支出金及び府支出金に関すること。 

⑭ 教育委員会の所管となる施設の企画立案、設計計画等に関すること。 

⑮ 公民館、図書館、交流会館及びその他社会教育施設の新設及び大規模改修に関すること。 

⑯ 体育館・プール及びその他社会体育施設の新設及び大規模改修に関すること。 
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イ 社会教育課 

 生涯学習係 

 ① 社会教育の総合企画及び調整に関すること。 

 ② 公民館、図書館、交流会館及びその他社会教育施設の設置、管理及び運営に関すること。（施設の新

設及び大規模改修を除く。） 

 ③ 社会教育委員、公民館運営審議会及び図書館協議会に関すること。 

 ④ 社会教育活動の奨励に関すること。 

 ⑤ 青少年教育、成人教育、女性教育、高齢者教育、人権教育、障害者教育及び家庭教育に関すること。 

 ⑥ 社会教育関係団体の指導育成及び援助に関すること。 

 ⑦ 文化・芸術の振興に関すること。 

 ⑧ 国民文化祭及び平城遷都記念事業に関すること。 

 ⑨ 成人式に関すること。 

 ⑩ 学校と社会教育との連携に関すること。 

 ⑪ 社会教育に係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑫ 生涯学習の総合企画及び調整に関すること。 

 ⑬ 生涯学習関係団体との連絡調整に関すること。 

 ⑭ 教育ボランティア及び指導者の育成に関すること。 

 ⑮ 生涯学習に係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑯ 生涯学習相談に関すること。 

 ⑰ 国際交流に関すること。 

 ⑱ その他生涯学習推進に関すること。 

 ⑲ 課の庶務に関すること。 

 

 社会体育係 

 ① 体育・スポーツの総合企画及び調整に関すること。 

 ② スポーツ推進委員に関すること。 

 ③ 体育・スポーツ及びレクリエーションの奨励に関すること。 

 ④ 社会体育事業の企画立案及び運営に関すること。 

 ⑤ スポーツ指導者の育成に関すること。 

 ⑥ 社会体育関係団体の指導者育成及び援助に関すること。 

 ⑦ 体育・スポーツ及びレクリエーションに係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑧ スポーツ相談に関すること。 

 ⑨ 学校体育施設の開放事業に関すること。 

 ⑩ 体育館、プール及びその他社会体育施設の設置、管理及び運営に関すること。 

 ⑪ その他社会体育に関すること。 

 

 文化財保護室 

 ① 文化財関係総括に関すること。 

 ② 文化財関係計画の立案に関すること。 

 ③ 文化財の調査に関すること。 

 ④ 文化財保護審議会等に関すること。 

 ⑤ 文化財保護団体に関すること。 

 ⑥ 文化財保護関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑦ 講演会、研究会及び展示会等の開催に関すること。 
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 ⑧ 文化財補助金に関すること。 

 ⑨ 埋蔵文化財の発掘に関すること。 

 ⑩ 埋蔵文化財の周辺整備に関すること。 

 ⑪ 歴史考古資料の収集、保存、調査、整理及び研究に関すること。 

 ⑫ 文化財関係施設に関すること。 

 ⑬ 文化財資料の利用者に対する情報提供及び指導助言に関すること。 

 ⑭ 市史編さんに関すること。 

 ⑮ その他文化財の管理調査に関すること。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

108


	①表紙等
	001-表紙
	002-目次
	003-点検評価報告(本文）

	②調査票表紙
	004-見出し（調査票）

	③調査票
	③調査票
	②調査票
	004-見出し（調査票）

	005-①学校教育1
	委会運【済】
	指導主事
	局庶務【済】
	カウンセ
	心の教
	学図書館
	適応指導
	育英資金
	就学時健
	安全対策
	語指導助
	学教事務
	学校保健
	木特色あ
	食育推進事業
	KYO発見
	就学指導委員会
	京の未来創造
	教育振興策定

	006-②学校教育２
	小学管理
	H24小施管
	各小管理
	各小振興
	就学援助（小
	教育振興(小
	「もうすぐ１年生」体験入学推進
	通級指導
	中学管理
	H24中施管
	各中管理
	各中振興
	就学援助（中
	教育振興(中
	チャレ
	ステップ

	007-③幼稚園
	幼事務【済】
	幼バス【済】
	幼管理【済】
	H24幼施管
	就園奨【済】
	幼保健【済】

	008-④社会教育１（済）
	社教委
	社教事
	青少
	成人式
	教集会
	女性
	生涯
	高齢
	少年少女
	北別館
	京まな
	障害者
	地域支援
	交流館
	公管
	公運
	公事業

	009-⑤図書館
	中央図管理
	加茂図管理
	山城図管理
	中央図運営
	加茂図運営
	山城図運営
	車両管理
	図書館協議会

	010-⑥文化財（Ｈ２４年度）（済）
	保管セ
	文財公開
	指定修
	文保啓発
	文経常
	高麗
	買上
	受託
	市内遺跡

	011-⑦社会教育２（済）
	青セ
	加文運
	加文管
	文自公
	文教室
	プラ
	プラ運
	山管
	山文セ

	012-⑧社会体育（済）
	体指委あ
	体事務あ
	生涯ス
	体振興あ
	体施管理あ

	013-⑨給食センター（済）
	木給セ 
	山給セ 
	加給セ 


	013-⑨給食センター（済）
	木給セ 
	山給セ 
	加給セ 


	④見出し（資料）
	014-見出し（資料）

	⑤資料
	015-木津川市教育委員会組織図(まとめ）①(24年4月1日）
	事務局

	016-組織図(まとめ）②(24年4月1日）
	職員一覧

	017-事務分掌




